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序  文  
 

 
日本国政府は、ブータン王国政府の要請に基づき、同国の農村道路建設機材整備計画にかかる

基本設計調査を行うことを決定し、国際協力機構がこの調査を実施いたしました。 

当機構は、平成 16 年 7 月 6 日から 8 月 2 日まで基本設計調査団を派遣し、調査団はブータン

王国政府関係者と協議を行うとともに計画対象地域における現地調査を実施いたしました。帰

国後の国内作業をもとに、平成 16 年 10 月 1 日から 10 月 11 日まで実施された基本設計概要書

案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の発展に一層役立つことを

願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 16 年 11 月 

 
独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構

理 事  
 

 小 島 誠 二

 



 

 

伝  達  状  
 
 

今般、ブータン王国における農村道路建設機材整備計画基本設計調査が終了いたしましたので、

ここに最終報告書を提出いたします。 

本調査は、貴機構との契約に基づき、弊社が平成 16 年 6 月より平成 16 年 12 月までの 6.5 ヵ月

にわたり実施してまいりました。今回の調査に際しましては、ブータン王国の現状を十分に踏

まえ本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の策

定に努めてまいりました。 

 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 

 

 
平成 16 年 11 月 
 
株式会社 建設企画コンサルタント 
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業務主任 
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要  約 
 
ブータン王国は国土の大部分が山岳地帯であり、その斜面には農家が孤立した集落を形

成し、周囲を切り開かれた農地とし、厳しい自然条件のなかで伝統的手法による雑穀・野

菜の栽培や家畜の飼育で生計を立てている。農村部には全人口の 85%が居住し、農業生産

は GDP の 32.7%（2003 年）と農業に対する依存度が高い。しかし、地形・自然条件の制約

や栽培技術の遅れによる低い農業生産性と人口増加により、20 年前には 95%であった食糧

自給率が現在では 65%程度まで低下している。ブータン王国政府は、国民の栄養改善や農

家の現金収入増加を目的として、園芸作物などの換金作物の生産を奨励しているものの、

農村道路整備の遅れにより、生産農家から市場へのアクセスに問題を抱えており、その効

果は現れていない。 

 

そのため、ブータン王国政府は第 9 次 5 ヵ年計画（2002 年 7 月～2007 年 6 月）の中で、

インフラ整備を最重要課題とした。その目的は、幹線道路から遠く離れた集落までを農村

道路で結ぶことにより、営農分野への経済的効果のみならず、雨期には周辺地域から孤立

する村落等へのアクセスを改善させ、住民の医療、教育等の社会サービスを向上させるこ

とである。 

 

本計画調査対象地域である東部 6 県は幹線道路等が少なく、同国の西部や中部より自然

条件も厳しく、社会・経済の両面で取り残された地域である。 

そのため、ブータン王国政府は農村道路を農業省の所管としてその建設を進めており、

特に、東部 6 県の農村道路建設を促進する目的で農業局傘下の中央機械センター（CMU）

をブムタン県に設立した。しかし、農業局が保有する農道・耕作道の建設用機材は老朽化

しており、さらに工事の内容に適合しない機材が多いことから、作業効率が著しく低く、

農道・耕作道建設計画の遂行に支障を来たしている。これらの農道建設計画を促進するた

めには建設機材等の新規導入が不可欠である。 

 

このような背景の中で、ブータン王国政府は農道建設計画をより効果的に実施するため、

必要な建設機材及びその整備修理用機材を我が国の無償資金協力により調達することを要

請した。 

 

日本政府は、この要請に対して基本設計調査を行うことを決定し、JICA は、2004 年 7 月

6 日から 8 月 2 日までの間、基本設計調査団を現地に派遣して調査を実施した。本計画が要

請された 2002 年 8 月時点では車道幅員 3m の農道のみを建設対象としていたが、地形の制

約により農道建設が困難な場所もあり、また、農道建設に較べて工期の短縮化も図れるこ

とから、幅員 1.5m と狭小な耕作道建設も計画されるようになった。そこで、農業省・農業

局は、当初要請では農道建設（251km）に関する建設機材供与に、耕作道建設（74km）を

加えた延長 325km に対する機材供与へ要請内容の変更を行った。 
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調査団は、ブータン王国政府関係者と要請内容について協議するとともに、対象道路の

調査及び関連資料の分析・検討を行った。帰国後、現地調査結果を踏まえ、調査団は本計

画の妥当性を検証するとともに、機材仕様、本計画の実施計画を策定し、基本設計概要報

告書を作成した。その後、基本設計概要説明調査団を 2004 年 10 月 1 日から 10 月 11 日ま

で現地に派遣し、同報告書案について、ブータン王国政府の合意を得た。 

 

以上の経緯を踏まえ、本計画の建設対象道路として、要請時の対象道路（農道 251km、

耕作道 74km：計 325km）の中から優先度の高い農道 161km、耕作道 74km（計 235km）を

選定した。 

機材計画はフリート（機械群）編成を基本として、調達機材の種類・仕様、建設工事内

容に適合させて機材を選定した。必要なフリート数に関しては、工事量を基に算定し、農

道建設用機材 5 フリート、耕作道建設用機材 5 フリートと策定した。 

機材計画の概要は、以下のとおりである。 

機材計画概要 
機材名称 主な仕様 数 量 用  途 

農道建設用機材 

ブルドーザ 170~190HP 5 掘削･押土･敷均･整形･転圧･ 
ﾘｯﾋﾟﾝｸﾞ作業 

油圧ショベル 
(中型) 135~150HP、0.8m3 5 掘削･積込 

油圧ショベル 
(小型) 75~85HP、0.4m3 5 側溝・法面等の掘削、法面整形 

ダンプトラック 8ton 5 路盤材･盛土材･残土等の運搬 
振動ローラ 7ton 5 盛土･路床･路盤等の振動転圧 

(1)ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ:20kg 10 油圧ﾌﾞﾚｰｶ使用後の硬岩破砕 
ハンドブレーカ 

(2)ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ:20kg 10 発破による岩破砕用削孔作業 
エアコンプレッサ 

（中型） 
80~85HP 1 ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶの動力源 

ホイールローダ 80~90HP 5 土砂･砂利･石材積込、運搬作業 
安全保安用品 一式 一式 現場作業員の安全確保 

テント 一式 一式 ｵﾍﾟﾚｰﾀ･ﾒｶﾆｯｸ･ﾍﾙﾊﾟｰの現地宿泊用

ポータブル 
ハンドドリル 25kg、ｴﾝｼﾞﾝ付 10 ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから離れた現場の 

削孔作業 
耕作道建設用機材 

油圧ショベル 
(超小型) 28~36HP、0.14 m3 5 狭小現場での掘削･積込･敷均 

･整形 
ホイールトラクタ 28HP、4x4 5 狭小道での土砂･砂利等の運搬 

(1)ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ:20kg 5 岩の破砕用 
ハンドブレーカ 

(2)ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ:20kg 5 発破による岩破砕用削孔作業 
エアコンプレッサ 

（小型） 重量:700kg 5 ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶの動力源 

ハンドガイドローラ 900kg 5 狭小現場での転圧 
安全保安用備品 一式 一式 現場作業員の安全確保 

ポータブル 
ハンドドリル 

25kg、ｴﾝｼﾞﾝ付 
 5 ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから離れた場所の 

削孔作業 
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支援機材 
ｸﾚｰﾝ付貨物トラック 

（中型） 8ton、3ton ｸﾚｰﾝ付 1 小型機材、鉄棒・鉄管・ 
ｾﾒﾝﾄ等資材の運搬 

サービストラック 
（小型） 4ton、3ton ｸﾚｰﾝ付 1 現場における機材のｴﾝｼﾞﾝ、 

車体の整備・修理 
燃料輸送車 3,000 ﾘｯﾄﾙ、4x2 1 現場の建設用機材の燃料補給 
測量機材 ｵｰﾄﾚﾍﾞﾙ、携帯 GPS 各 6 台 現場の測量作業用 

ピックアップトラック ﾀﾞﾌﾞﾙｷｬﾌﾞ･4x4 1 現場での検査、ｻｰﾋﾞｽ・ 
修理部品の搬送 

セルフローディング 
トラック 積載重量:14ton、6x4 1 大型建設機械の運搬 

整備・修理機材 
修理工場用整備・ 

修理機材 一式 一式 整備工場内での供与機械の 
整備・修理 

サービストラック 
搭載用整備・修理機材 一式 一式 現場における建設機材の整備・ 

修理 
スペアパーツ 

スペアパーツ 上記に対して一式 一式 定期整備用 

 

本計画を無償資金協力により実施する場合、総事業費は 5.21 億円（日本側負担分 5.21 億

円、ブータン側負担分 635 千円）と見込まれる。本計画の実施は E/N 後 12 ヶ月を必要とす

る。 

 
本計画で裨益するのは東部 6 県の住民であり、その住民数はブータン王国の全人口の 1/3

にあたる約 20 万人（約 2 万 5,000 世帯）である。本計画の実施により、3 年間で 161km の

農道及び 74km の耕作道が建設されるとともに、中央機械センター（CMU）の農村道路建

設能力が向上する効果に加え、国道・県道等へのアクセスの改善により、農産物の流通が

活性化し、商品作物栽培も促進されることで農家収入が増加する。さらに、農村の基本的

生活基盤が強化されると同時に、地域間の経済的・社会的格差の是正が期待される。 

 

プロジェクトの内容、その効果の程度、機材の運用・維持管理の実施能力などから、我

が国の無償資金協力による協力対象事業の実施は妥当であると判断する。 

 

また、本プロジェクト実施による効果をより確実に発現、持続するために、以下を提言

する。 

－ シニア海外ボランティア・招日研修等の技術支援のほかに、東部地域の急峻な山岳地

形に適応した農村道路建設技術の向上を支援する。 

－ 本計画により導入される機材の修理・整備に関するブータン王国政府の予算措置及び

農村道路建設費の確保を徹底する。 

－ 長期的な展望に立った農村道路整備計画を策定する。 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ 当該セクターの現状と課題 

１－１－１ 現状と課題 

（1）一 般 

ブータン王国（以下、「ブ」国とする）はヒマラヤ山脈の東端に位置し、国土面積は 4

万 6,500km2（九州の約 1.1 倍）である。国土の大部分は 2,000m 以上の山地となっており、

北側に 7,000m を超える高峰がそびえる。国の南部は温帯モンスーン気候に属し、5～9 月の

南西モンスーンのため年間降水量 4,000～5,000mm と多く、標高約 300m の低地にはドワー

ルとよばれる密林が広がる。中部は内陸性気候のため気温の変化が大きく、北部は山岳気候

により冬の寒さが厳しい。 

「ブ」国の首都ティンプーの人口は約 5 万人であるが、総人口（約 70 万人）の大部分

は農村地区に分散居住している。国内開発の状態から見ると、比較的開発が進んでいる首都

のある西部地区及び中部地区と、開発の遅れが目立つ東部地区（本計画対象地域）にわかれ

る。民族構成はチベット系ブータン人 60%, ネパール人 25%, その他 15%であり、宗教的に

はチベット仏教を国教とするが、南部にはヒンズー教徒も多い。国語はゾンカ語であるが国

内には多くの方言があり、英語やネパール語も使用されている。 

 

（2）社会経済状況 

「ブ」国の GNI（2003 年）は 578.3 百万ドル、一人あたり GNI は 660 ドルであり、GDP

成長率は 1991～1995 年の平均が 5.0%、1997 年～2001 年の平均では 6.7%を記録している。

同国経済の特徴としては、全人口の約 85%が農業に従事し、GDP の約 33%が畜産部門を含

む農業により占められ、農業に対する依存度が高い。しかし、急峻な地形のため道路建設な

どのインフラ整備は難しく、農村地域の多くは分散した小集落を形成し、自給自足的農業を

営む一方、工業生産は少なく、大部分が技術的に遅れた家内工業である。また、貿易、労働、

金融などの分野では政策が不明確であり、細かい規制と企業に対する認可制に基づく制限の

ために、海外からの投資が進んでいない。  

隣国インドとは歴史的、経済的に密接であることから、最大の貿易相手国であり、また

インドの通貨はブータン通貨と等価交換されている。 

 

（3）農業セクター 

「ブ」国の全人口の大半が農業に従事し、GDP の約 33 % （2003 年）を農業生産が占め

ることから、農業セクターは国家開発計画の中でも最優先セクターとなっている。 

主要農産物は米、トウモロコシ、小麦及び大麦などの穀類であるが、地形的制約や栽培技

術の遅れなどにより生産性は低く、人口増加に伴う消費量増加に追随できないため、1984

年には 95%であった食糧自給率が、現在では 65%程度までに減少している。一方、りんご、

オレンジ等の果実や馬鈴薯及び野菜を中心とした園芸作物の生産量は、栄養改善や換金作物



 

2 

として増えているものの、農村道路の整備が遅れているため市場へのアクセスに問題があり、

生産量増加の阻害要因のひとつとなっている。 

 

（4）農村道路 

「ブ」国の道路は幹線道路（国道、県道、ﾌｨｰﾀﾞｰ道路）と農村道路（農道：車道幅員 3m、

耕作道：幅員 1.5m、人馬道：1.5m 未満）に分けられる。農村道路は農業省が所管する農村

道路の定義は「幹線道路に接続し、農業生産地と市場を結んで農業資材及び農産物の搬出入

に使われる道路」である、本計画の整備対象は農道と耕作道に限定している。 

 

（5）対象地域の現状と課題 

調査対象地域の東部 6 県では、村落が山岳斜面に分散する地形的制約と道路、通信施設の

未整備により村落間の交流は少なく、特に、雨期には外部へのアクセスを失い、周辺地域か

ら孤立する村落等が多くみられる。農業生産は伝統的栽培法で行われ、河岸段丘に多少耕作

される水稲以外は、山岳斜面を切り開いた耕作地への雑穀・野菜栽培が主となっている。こ

れらの制約により東部 6 県の農業・畜産業は経営規模が小さく、付加価値の高い園芸作物の

導入の遅れや、農道建設の遅れによる余剰農産物の地域内の停滞等により、農村の低収入が

課題として挙げられる。 

このような現状の改善を目指し、｢ブ｣国は東部地域を農民の生活水準向上を目標とする農

業開発重点地域とした。なかでも貧困削減、地域間格差是正の観点から、農道の建設が開発

の最優先事項に掲げられ、第 9 次 5 ヵ年計画では約 550km の農道建設が予定され、工事が

進められている。また、より効果的な道路建設を目指すため、農道のほかに 1.5ｍと幅員の

狭小な耕作道の建設も目標に掲げられた。 

しかし、現在、農道・耕作道を建設するための農業省農業局が保有する機材は、「パロ谷

農業総合開発計画」（1990 年～1995 年）で我が国より供与されたものであるため老朽化が

激しく、さらに、同計画で選定された機材は、本プロジェクトで想定される機材より大型で

あるため、対象地域である東部 6 県の農道・耕作道建設の要請に応じられない状況にある。

このような状況から、農道・耕作道建設を促進するためには建設機材等の新規導入が不可欠

となっている。 

 
１－１－２ 開発計画 

第 9 次 5 ヵ年計画（2002 年 7 月～2007 年 6 月）において、農業部門では以下の４つの目

標を掲げている。 

 

1. 国家食糧安全保障の達成 

2. 天然資源の保護・管理 

3. 農村住民所得の向上 

4. 雇用機会の創出 
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このため、農村所得及び生活水準の向上として、山岳斜面に点在している集落や耕作地と

幹線道路の間を農村道路で結び、農業生産物の市場へのアクセスを改善することが掲げられ

た。農村道路は農村経済の向上による雇用機会の創出にも繋がるため、貧困削減の観点から

も必要性は高く、かつ地域住民の医療、教育等へのアクセス改善も期待される。 

 

 

１－２ 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

本計画対象地である東部地域は、「ブ」国の中でも開発の進んでいる西部・中部に較べて

幹線道路は少なく、厳しい自然条件等により農業開発や産業振興は遅れている。そのため、

住民の所得及び生活水準は低く、同地域は国内の貧困層（１日あたりの所得が 0.5 ドル以下）

の 75％を抱えている。このことから、同地域は開発重点地域とされ、道路整備が貧困削減、

地域格差の是正の観点から最優先項目に挙げられ、特に東部地域では農道の建設促進が方針

として掲げられた。  

そして、農道建設計画を遂行するためには建設機材や機材維持管理用修理機材が不足して

いることから、2002 年 8 月、「ブ」国政府は農道建設に必要な建設機材及び機材の整備・

修理用機材の調達を目的とした無償資金協力を日本国政府に要請した。当初要請された機材

を表 1.1 に示す。 
 
 

表 1.1 当初要請機材の概要 
 

分類 機 材 名 仕 様 
ブﾙﾄﾞｰｻﾞ 15 t 
油圧式ｼｮﾍﾞﾙ 135～145 HP 
油圧式ｼｮﾍﾞﾙ 80～90 HP 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 8 t 
振動ﾛｰﾗ 3～5 t 
ﾀﾝﾊﾟ 60～100 kg 
ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ･ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 
ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 80 HP 
ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ 80～90 HP 
ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ  

1. 農道建設機材 
(5 ﾌﾘｰﾄ分) 

その他 安全具、ﾃﾝﾄ、ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾘﾙ 
ｸﾚｰﾝ付ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ 3 t 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 6 t 
燃料輸送車 3,000 litter 
移動式ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻ  
ﾄｰﾀﾙ･ｽﾃｰｼｮﾝ 測量機材 
自動 2 輪車  

2. 補助的機材 

ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ  
3. ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ用機材  一式 
4. その他ｻﾎﾟｰﾄ機材   
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本計画が要請された 2002 年 8 月時点では車道幅員 3m の農道のみを建設対象としていた

が、地形の制約により農道建設が困難な場所もあり、また、農道建設に較べて工期の短縮化

も図れることから、幅員 1.5m と狭小な耕作道建設も計画されるようになった。そこで、農

業省農業局は、当初要請の農道建設（251km）に関する建設機材供与に、耕作道建設（74km）

を加えた延長 325km に対する建設機材供与に要請内容を変更した（表 1.2 参照）。 

この要請に対して日本政府は、基本設計調査を行うことを決定し、JICA は、2004 年 7 月

6 日から 8 月 2 日までの間、調査団を現地に派遣して調査を実施した。 

 

調査団は「ブ」国政府関係者と要請内容について協議するとともに、対象道路の調査及び

関連資料の分析・検討を行った。帰国後、現地調査結果を踏まえ、調査団は本計画の妥当性

を検証するとともに、機材仕様、本計画の実施計画を策定し、基本設計概要報告書を作成し

た。その後、基本設計概要説明調査団を 2004 年 10 月 1 日から 10 月 11日まで現地に派遣し、

同報告書案について、「ブ」国政府の合意を得た。 

 

 
１－３ 我が国の援助動向 

我が国の「ブ」国に対する援助は、2003 年度末までに、無償資金協力として総額約 168

億円を実施した。農業分野においては KRII、農業機械化センター、パロ谷農業総合開発へ

の協力（計 78.93 億円）があり、その額が全体の半分を占めるように、我が国の援助は農業

分野を中心としており、また、今までの支援は同国西部のパロ谷を中心に展開されてきた。 

 

一方、本計画の対象となる東部地域では、1987 年に「ルンチェ、モンガル農業総合開発

計画実施調査」、2003 年には「地域農業、農業開発計画調査」と 2 件の開発調査が実施さ

れた。2004 年 6 月には、モンガル県の東部農業研究センターで農業生産技術の開発と農業

普及促進を目的とする技術協力「東部 2 県農業生産技術開発普及支援計画」が開始された。

本計画は、上記の「地域農業、農業開発計画調査」で提案された計画のうち、「農村道路建

設計画」の中で具体的に策定された建設機械センター整備構想に相当する。 

 

このように、農業分野を重点とする「ブ」国への我が国の援助においても、援助対象地域

は比較的豊かとなった西部から貧しい東部に移行しつつある。 

また、農業分野を含めた地域開発やインフラ整備に多くの国・機関が支援している中で、

「ブ」国自身による農村道路建設機材の使用と地元住民の参加を目指す、農村道路建設のた

めの機材援助を実施しているのは我が国だけである（１－４「他ドナーの援助動向」参照）。 
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表 1.2 要請当初と変更後の機材リスト 

 
要請機材 種

別 
No 機材名 

当初 現地調査開始時 現地調査終了時
用途 備考 

フリート 5 5 5 
(フリートとは、工事実施上の 1 ユニットとなる機械群

で、各１台の主要機械で構成される) 

1 ブルドーザ 

170~190HP, 

ｱﾝｸﾞﾙﾁﾙﾄﾄﾞｰｻﾞ 

ﾏﾙﾁｼｬﾝｸﾘｯﾊﾟｰ 

要請機材と同じ 要請機材と同じ 
掘 削 ･ 押 土 ･ 敷
均･整形･転圧･ﾘ

ｯﾋﾟﾝｸﾞ作業等 

・ 農道幅 3～4.6m の建設作業

には中型機材（170~190HP）
が適応 

・ 軟岩ﾘｯﾋﾟﾝｸﾞ作業は 170HP
以上必要 

・ 一方向への押土はｱﾝｸﾞﾙﾁﾙﾄ

が最適 

2 油圧ショベル 

135~145HP, 

ﾊﾞｹｯﾄ：0.8m3（岩

用ﾊﾞｹｯﾄ） 

ｵﾌﾟｼｮﾝ：油圧ﾌﾞﾚ

ｰｶ 

要請機材と同じ 要請機材と同じ 掘削･積込み等 

・ 農業道路建設現場は硬岩が

多く、岩用ﾊﾞｹｯﾄ付中型機材

(135~145HP)が適当 
・ 岩石破砕作業用にｱﾀｯﾁﾒﾝﾄと

して油圧ﾌﾞﾚｰｶが必要 

3 油圧ショベル 

80~90HP, 

ﾊﾞｹｯﾄ： 0.4m3（岩

用ﾊﾞｹｯﾄ） 

要請機材と同じ 要請機材と同じ 
側溝、法面等の
掘削等 

・ 現場は硬岩が多く岩用ﾊﾞｯｹｯ

ﾄ付(80~90HP）機材が適当 

4 ダンプトラック 
8ton 
4x2 

要請機材と同じ 
 
要請機材と同じ 
（中型機材） 

路盤材･盛土材･

廃土等の運搬 

・ 屈曲した幅員狭小な道路状

況を考慮し 4x2/ 8 ﾄﾝを選定 
・ 油圧ｼｮﾍﾞﾙ、ﾎｲｰﾙﾛﾀﾞとの積込

作業に合致した機材を選定 

5 振動ローラ 

6~7 ﾄﾝ 
前：ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ(振
動及び駆動) 
後：ﾀｲﾔｘ2(駆動) 

6~7 ﾄﾝ 
前：ｼｰﾌﾟﾌｯﾄﾄﾞﾗﾑ

(振動及び駆動) 
後：ﾀｲﾔｘ2(駆動)
 

同左 
盛土･路床･路盤

等の転圧 

・ 屈曲した幅員狭小な農道を

考慮し中型機材（6~7 ﾄﾝ）を

選定 
・ 転圧が容易なｼｰﾌﾟﾌｯﾄﾄﾞﾗﾑに

変更(ﾐﾆｯﾂ調印時) 

6 タンパー 
2.5~5HP 
60~90kg 削除 同左  

・ CMU はﾀﾝﾊﾟｰを所有してお

り、必要性は無く削除 

(1) ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ  
(ﾊﾝﾄﾞﾙﾀｲﾌﾟ) 

重量: 約 16kg 
要請機材と同じ 

(1) ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ 
(ﾊﾝﾄﾞﾙﾀｲﾌﾟ) 

重量: 約 18.5kg 
吐出量：1.4m3/分 
口金：20A(3/4”) 
1 ﾌﾘｰﾄ：2台 

油圧ﾌﾞﾚｰｶ使用

後の硬岩の破砕 
・ 軽量型を選定 

7 ハンドブレーカ 

(2) ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 17kg 
ﾃ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾛ ｯ ﾄ  (3ft, 
5ft, 8ft, 12ft) 

要請機材と同じ 

(2) ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 20.8kg 
吐出量：2.4m3/分 
口金：20A(3/4”) 
ﾃｰﾊﾟｰﾛｯﾄ  
(3ft, 5ft, 8ft, 12ft) 
1 ﾌﾘｰﾄ：2台 

発破による硬岩

破砕用削孔作業 
・ 軽量型を選定 

8 エアコンプレッサ 

約 80HP 
吐 出 量 ：
7.5m3/min 

削除 

CMU は 4 台のｴｱ

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻを購入済

みのため（2004
年 KRII 見返り資

金利用）、1 ﾌﾘｰﾄ

分のみとする 

機器の稼動動力

源 

・ 2004 年 KRII 見返り資金で

CMU は 4 台のｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ(吐
出 量 7m3/ 分 ､ 口 金 ：

20A(3/4”)x2)を購入済み 

9 ホイールローダ 
80~90HP 
ﾊﾞｹｯﾄ: 1.3m3 

要請機材と同じ 
 
要請機材と同じ 

土砂･砂利･石材

の積込み、運搬

作業 

・ 屈曲した幅員狭小な農道を

考慮し、機材（80～90HP）
を選定 

10 安全保安用品 

安全ﾍﾞﾙﾄ、防塵眼

鏡、安全帽、防塵

ﾏｽｸ及び皮手袋 
要請機材と同じ 1 ﾌﾘｰﾄ：各 10 個

現場作業員の安

全保安の為  

11 テント 
防水布製 
4 人用 

要請機材と同じ 1 ﾌﾘｰﾄ：5 個 
ｵﾍﾟﾚｰﾀ･ﾒｶﾆｯｸ･ﾍ

ﾙﾊﾟｰの現場宿泊

用 
 

12 
ポータブル 

ハンドドリル 

ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ付 
約 26kg 

要請機材と同じ 1 ﾌﾘｰﾄ：各 2 台 
ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから

遠隔地の現場で

の削孔作業 
 

農
道
用
機
材 

13 スペアパーツ 
上記機材のスペ

アパーツ 要請機材と同じ 要請機材と同じ 
機材が効率的・連続的に稼働可能なように定期交

換部品・消耗部品をｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂとして、稼動 3,000
時間分準備 
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要請機材 種
別 

No 機材名 
当初 現地調査開始時 現地調査終了時

用途 備考 

フリート - 6 6 
(フリートとは、工事の進行上の 1 ユニットとなる機械

群で、各１台の主要機械で構成される) 

1 油圧ショベル  
約 40HP 
ﾊﾞｹｯﾄ：0.1~0.15m3 
ﾌﾛﾝﾄﾌﾞﾚｰﾄﾞ付 

 
約 35HP 

狭い小道での切

土･掘削･積込

み･敷均･整形等 

・ 狭い現場での稼動を考慮し

ﾊﾞｹｯﾄ容量(0.1~0.15m3)を選

定 

2 
ホイール 
トラクタ  

 
20~30HP 
4x4 
ﾄﾚｰﾗ付:1.5 ﾄﾝ 

 
左記と同じ 

狭い小道での砂

土･砂利･小石の
運搬 

・ 狭い滑りやすい現場での稼

働 を 考 慮 し た 機 材

（20~30HP，4x4，1.5 ﾄﾝﾄﾚ

ｰﾗ付）を選定 

 
(1) ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ 

 (ﾊﾝﾄﾞﾙﾀｲﾌﾟ) 
重量: 約 16kg 

(1) ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ：1
ﾌﾘｰﾄ 1 台 
重量: 約 18.5kg 
吐出量：1.4m3/分 

油圧ﾌﾞﾚｰｶ使用

後の硬岩破砕用 
 

・ 軽量型を選定 

3 ハンドブレーカ 

 

(2) ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 17kg 
ﾃｰﾊﾟｰﾛｯﾄ(3ft, 5ft,  
8ft, 12ft) 

(2) ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ： 
1 ﾌﾘｰﾄ 1 台 
重量約 20.8kg 
吐出量：2.4m3/分 
ﾃｰﾊﾟｰﾛｯﾄ (3ft, 5ft, 8ft) 

発破による硬岩

破砕用削孔作業 
・ 軽量型を選定 

4 
エア 
コンプレッサ 

 
定置式 
重量：50~100kg 

定置式、 
吐出量：2.5m3 
口金：20A(3/4”)ｘ２ 
重量：約 500kg(ｴﾝｼﾞﾝ
付) 

ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ､ﾋﾟｯｸ

ﾊﾝﾏｰ用 

・ 人力運搬を考慮し軽量な機

材を選定 

5 
ハンドガイド 
ローラ 

 約 1 ﾄﾝ 振動ﾛｰﾗ：1～2 ﾄﾝ
狭い小道での転

圧 

・ 転圧が容易なｼｰﾌﾟﾌｯﾄﾄﾞﾗﾑに

変更(ﾐﾆｯﾂ調印時) 

6 安全・保安用品  
安全ﾍﾞﾙﾄ、防塵眼

鏡、安全帽、防塵

ﾏｽｸ及び皮手袋 
1 ﾌﾘｰﾄ：各 5 個 現場作業員の安

全保安の為 
 

7 
ポータブル 
ハンドドリル  

ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ付 
約 26kg 

同左 
1 ﾌﾘｰﾄ：1 台 

ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから
遠隔地の現場で

の削孔作業 

 

耕
作
道
用
機
材 

8 スペアパーツ  
上記機材のｽﾊﾍﾟｱ

ﾊﾟｰﾂ 同左 
機材が効率的且つ連続的に稼働できるように定
期交換部品･消耗部品をｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂとして、稼動

3,000 時間分準備 

 
要請機材 種

別 
No 機材名 

当初 現地調査開始時 現地調査終了時
用途 備考 

数量 各 1 台 各 1 台 各 1 台  

1 ｸﾚｰﾝ付貨物ﾄﾗｯｸ 15t ﾄﾝ 
5 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付，6x4 

8 ﾄﾝ 
3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付，4x2

左記と同じ 

狭小な屈曲道路

でのﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛ
ｰﾗ､ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ等

の小建設機材及

びｽﾁｰﾙﾊﾟｲﾌﾟ､ｾﾒ
ﾝﾄ､ｽﾁｰﾙﾊﾞｰ等の

建設資材の運搬 

・ 狭い屈曲した道路状況を考

慮して、5 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付 15 ﾄﾝ車，

6x4を 3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付 8 ﾄﾝ車，4x2
に変更 

2 ブルドーザ 
75~85HP 
ｱﾝｸﾞﾙﾁﾙﾄﾄﾞｰｻﾞ 削除 削除  

・ 敷均･整形作業は油圧ｼｮﾍﾞﾙ

で行うため、ﾌﾞﾄﾞｰｻﾞは削除

3 燃料輸送車 容量：3,000Lit, 
4x2 要請機材と同じ 要請機材と同じ 

現場で稼働する

建設機材の燃料

補給用 

・ 現場の稼働現場を考慮し

3,000Lit 小型車を選定 

4 ｺﾝｸﾘ-ﾄﾐｷｻｰ 
ｴﾝｼﾞﾝ付,約 1HP 
容量：0.12m3, ﾄﾚ
ｰﾗ式 

削除 同左  

・ 現場のｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｼﾝｸﾞ作業は

人力で実施のため、ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷ

ｻｰは削除 

5 
トータル 
ステーション 

 
 

ｵｰﾄﾚﾍﾞﾙ 
簡易 GPS 同左  ・ 測量用機材 

6 モーターバイク ﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ 
約 250cc 

ﾋ ﾟｯｸｱ ｯﾌﾟ ﾀｲﾌ ﾟ

（4x4） 
ﾀﾞﾌﾞﾙｷｬﾌﾞ（4x4）

現場の監督･検
査、ｻｰﾋﾞｽ･修理

部品の搬送等 

・ 現場の状況を考慮すると、ﾓｰ

ﾀｰﾊﾞｲｸの走行は危険が伴う

ためﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾀｲﾌﾟ(4x4)に変

更(ﾐﾆｯﾂ調印時) 
CMU より各現場を巡回車両は

4 人乗車の必要があるためﾀﾞ

ﾌﾞﾙｷｬﾋﾞﾝとする(ﾐﾆｯﾂ調印時)

支
援
機
材
及
び
機
器 

7 スペアパーツ 
上記機材のスペ

アパーツ 要請機材と同じ 要請機材と同じ 
機材が効率的且つ連続的に稼働できるように定
期交換部品･消耗部品をｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂとして、稼動

3,000 時間分準備 
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要請機材 種
別 

No 機材名 
当初 現地調査開始時 現地調査終了時

用途 備考 

数量 1 セット 1 セット 1 セット   

修
理 
・ 
整
備
工
場
用
機
材 

1 
修理工場用設備 
及び工具 

1) ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚﾝ 

2) 電気溶接機一式 

3) ガス溶接機一式 

4) ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ及び電気

駆動ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 

5) ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ付建設機材

用ﾂｰﾙｾｯﾄ 
6) 測定器具･工具 

7) ｴﾝｼﾞﾝ修理ｽﾀﾝﾄﾞ及び

ｴﾝｼﾞﾝ修理用機･工具 

8) ｼﾞｬｯｷ･ﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ設備 

9) 装輪式車両ｻｰﾋﾞｽ工

具及びﾀｲﾔﾘﾑｰﾊﾞ 

10) ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ用ﾏｽﾀｰﾋﾟﾝ

脱着用工具 

11) ﾊﾞｯﾃﾘｰﾁｬｰｼﾞｬｰ 

12) 潤 滑剤充填用設

備・工具 

13) 電動工具一式 

14) ｴﾝｼﾞﾝ用洗浄機器及

びﾊｲﾌﾟﾚｯｼｬｰ洗浄機 
15) その他 (中型旋盤 , 
ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ溶接機(40kg), 
ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ, ﾊﾞｲｽ, ﾄﾞﾘﾙ 
等) 

要請機材と同じ 要請機材と同じ 

修理工場の建設
機材・支援機材等

のｴﾝｼﾞﾝ､車体の

修理・整備 

 

 
要請機材 種

別 
No 機材名 

当初 現地調査開始時 現地調査終了時
用途 備考 

数量 1 セット 1 セット 1 セット   

1 建設機材修理車 移動修理工作車

10 ﾄﾝ車,（4x2） 

8 ﾄﾝﾄﾗｯｸ 
3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付,（4x2）
修理機材搭載 

4 ﾄﾝﾄﾗｯｸ 
3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付,（4x2）
修理機材搭載 

現場でのｴﾝｼﾞﾝ､

車体の修理 

・ 狭い現場での修理を考慮し

て 3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸに変更｡ま

た、現場の状況を勘案して、

小回りの効く4トン車とする

(ﾐﾆｯﾂ調印時) 

2 

トラックトレー

ラ及び 
低床式セミトレ

ーラ 

ﾄﾗｯｸﾄﾗｸﾀ：6x4 
低床式ｾﾐﾄﾚｰﾗ 

ｼｮｰﾄﾎﾞｰﾃﾞｨｰﾄﾗｯｸ

最低 14 ﾄﾝ 
総重量 26 ﾄﾝ 
6x4 
 

荷台寸法 
(幅) Min.2,470mm 
(長さ)Min.7,000mm 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ･油圧ｼ

ｮﾍﾞﾙ等の大型建

設機材を修理工
場･建設機材置

場～現場間の運

搬 

・ 狭小な屈曲した急勾配の道

路を考慮し、ﾄﾗｯｸﾄﾗｸﾀ･低床

式ｾﾐﾄﾚｰﾗをｼｮｰﾄﾎﾞｰﾃﾞｨｰﾄﾗｯｸ

に変更(ﾐﾆｯﾂ調印時) 

そ
の
他
支
援
機
材 

3 スペアパーツ 
上記機材のスペ

アパーツ 要請機材と同じ 要請機材と同じ 
機材が効率的且つ連続的に稼働できるように定
期交換部品･消耗部品をｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂとして、稼動

3,000 時間分準備 
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１－４ 他ドナーの援助動向 

「ブ」国に対する援助は、インドが大きな役割を果たしていたが、近年は国際機関や DAC

諸国の比重が増しており、対外援助なしに「ブ」国独自で、経済計画を実行することは難し

い。同国への援助は円卓会議（2 年に一度、ｼﾞｭﾈｰﾌﾞで開催）で各機関・国がﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを提

案する形式で調整され、「ブ」国は比較的有利にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを選択できる。国際機関や各国か

らの同国への援助総額は 53.7 百万ドル（2002 年）であり、ほかにも NGO からの援助があ

る。 

その中で農村道路建設については、WB（世界銀行）は中部西側地域の 6 県に対して

「Decentralized Rural Development Project」を 2005 年 1 月より 5 年間に 1,200 万ドルの概算事

業費で開始予定であり、農道（延長 100km）と耕作道（延長 200km）の建設を目標にしてい

る。 

「ブ」国の東部地域の農村道路建設については、現在、IFAD（国際農業開発基金）が第

2 次東部地域農業計画（SEZAP：1999 年 7 月 1 日～2005 年 6 月 30 日）を実施している。こ

れらの協力は、本計画対象地域と同じ東部 6 県に対する農村地域開発であり、住民参加型地

域開発、インフラ整備、農業生産支援、村落単位の資源管理、村落金融並びに計画全体の実

施監理がその内容である。SEZAP 全体のプロジェクトコストは 1,783 万ドルと見積もられ、

そのうち IFAD は外貨分 951 万ドルを保証し、また、「ブ」国政府及び SNV（オランダ開

発機構）なども資金を分担している。このように SEZAP は農道建設費の一部を支援してお

り、2004 年度には全体で 598 万ドルの予算（内、農道建設に関して 180 万ドル）が予定さ

れている。2003 年度には、インフラ整備の一環として 6 県を対象とした農道 10 路線（延長

51km）に 73 万ドルを拠出した。 

これに加え、 IFAD は新たに Agriculture, Trade and Enterprise Promotion Programme 

(ATEPP：農業・交易・企業振興プログラム)を予定している。これは、東部 6 県を対象とし

て、農業インフラの整備、農業普及強化、市場強化、収入向上事業（小規模ローン等）等が

含まれている。IFAD の案件形成調査（2004 年 3 月～4 月実施）報告によると、この案件を

協力期間 6 年として 2006 年 6 月より実施する方向であり、第 9 次及び第 10 次 5 ヵ年計画へ

の支援を目的としている。 

また、同プログラムは農業インフラ整備を重視しており、現時点の計画金額 1,970 万ドル

のうち 42%相当（約 827 万ドル）をその整備に予定し、対象を農道、耕作道、人馬道（Mule 

Track）として、建設に伴う調査・設計・研修並びに事業運営の効率化支援が内容となって

いる。 

さらに、東部地域については WFP（世界食糧計画）による Food For Work プログラムがあ

り、2003 年、農業省は同プログラムの支援により、東部 6 県で 6 路線（延長 35km）の農道

を建設した。しかし 2004 年 6 月、この農道建設支援は打ち切られたが、今後、耕作道及び

人馬道建設のための住民参加部分の工事に対する支援に適用される予定である。 

 

このように、各国・援助機関等により農村道路を含む農村インフラ整備に対する援助は行

われているが、農村道路建設機材に対する協力は日本以外の援助国・機関からはない。 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

本プロジェクトは、農業省農業局が実施機関であり、ブンタン県ジャカールにある中央機

械センター（CMU）で機材の維持管理を行う（図 2.1 参照）。 

 
 
２－１－２ 財政・予算 

CMU は 2002 年 7 月に設立され、翌年度から運用を開始した。同センターの予算を下表に

示すが、運用開始後 2 年目であるため、実績は 2003 年度（「ブ」国会計年度：7 月～翌年 6

月）のみであり、2004 年度は配分された予算に対する歳出の予測を示している。 

予算の推移をみると、2004 年度額は前年度の約 30％増を示し、「ブ」国政府の農村道路

建設促進の方針を表している。また、2003 年度における CMU の機材貸出収入額は 14.741

百万 Nu（3,685 万円）であり、この収入は全額が国庫に納入されている。そして、納入額の

80％である 11.647 百万 Nu（3,685 万円）が CMU の機材維持管理費として還元されている。 

 

 
表 2.1 中央機械センタ－の予算内訳 

 
2003 年度 実績 2004 年度 

歳 出 予 算 費 目＼年 度 予 算 
(1,000Nu) (1,000Nu) (%) (1,000Nu) (%) 

総 計 19,130 18,430 100.00 24,582  100.00

内訳  一般支出(管理費)   計 17,653 95.78 24,009  97.67

* 人件費 3,820 20.72 4,479  18.22

* 一般管理費 2,068 11.22 4,212  17.14

* 通信／電気／水道 118 0.64 138  0.56

* 機材維持管理費 11,647 63.20 15,180  61.75

投資支出        計 777 4.22 573  2.33

* 工場・設備・機械 643 3.49 430  1.75

* 家具・パソコン 130 0.71 140  0.57

* オフィス用品 4 0.02 3  0.01
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２－１－３ 技術水準 

CMU の職員 87 名の内、建設機材の運営、維持管理、運転に携わる技術要員は 74 名（機

械技師：3 名、技能工：14 名、オペレータ･ドライバー：46 名、助手：11 名）であり、その

職種別構成と経験年数を表 2.2 及び表 2.3 に示す。これら技術要員のうち、JICA で 10 ヶ月

間の建設機械研修を終了した 1 名を含む機械技師 3 名は、「パロ谷農業総合開発計画」実施

以降 14 年にわたり建設機材の維持管理に携わっており、建設機材を熟知している。技能工

に関しては、26 年の経験を有する主任技能工及び 14～16 年の経験者 4 名が中心になってい

る。特に、経験を要する故障診断等に関しては 10 年以上経験のある機械技師や技能工が担

当している。また、25～31 年の経験をもつ 10 名のオペレータ及びドライバーが在籍し、そ

の経験・技能を十分に活用して、建設機材の維持管理を行う体制が整っている。 

現在、CMU は修理用機材をほとんど所有していないが、所属する技能工の構成、経験年

数、日常点検・定期整備の実績及び修理技術の現状からみると、CMU の維持管理能力は一

定の水準に達していると判断される（表 2.4 及び表 2.5 参照）。 
 

① 職員の構成 

機械技師   3 名 

技能工   14 名 
表 2.2 技能工の構成 

 
経験年数別人数 

職種 
9 年以下 10~19 年 20 年以上 合計 

機械工（ｼｬｰｼｰ･油圧・ﾊﾟﾜｰﾗｲﾝ） 2 2 1 5 

機械工（ｴﾝｼﾞﾝ） 1 2  3 

電気工 3   3 

溶接工 3   3 

合計 9 4 1 14 

 
 
② オペレータ・ドライバー及び助手 計 57 名 

 
表 2.3 オペレータ・ドライバーと助手の構成 

 
経験年数別人数 

運転機種 
9 年以下 10~19 年 20 年以上 合計 

ブルドーザ  2 6 8 

油圧ショベル 2 5 2 9 

ホイールローダ 1  2 3 

振動ローラ 2   2 

エアーコンプレッサ 4  1 5 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ･ｾﾙﾌﾛｰﾀﾞ･ﾐｷｻｰ車等 6 2 2 10 

オペレータ（建設機械） 9   9 

助手 11   11 

合計 35 9 13 57 
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③ 日常点検・定期整備 
 

表 2.4 日常点検・定期整備の現状 
 

作業内容 担当者 修理場所 記録 

日常点検 

ｵﾍﾟﾚｰﾀ 
機械工 
電気工 
溶接工 

作業現場または 
CMU 修理工場 

予防保全 

定期整備 機械工 
電気工 CMU 修理工場 

修理・調整 
機械工 
電気工 
溶接工 

部品再生 
機械工 
電気工 
溶接工 

修理・ 
再生・調整 

分解・組立・調整 機械工 
電気工 

 
大修理： 

ﾒｰｶｰの代理店 
(ﾌﾟﾝﾁｭﾘﾝに搬送) 

 
中・小修理： 
作業現場または 
CMU 修理工場 

・日常点検表 
・定期整備点検表

・車歴簿 

部品在庫・ 
発注管理 

在庫管理・ 
部品発注 倉庫管理者 倉庫 ・在庫管理表 

(注 1) 日常点検・定期整備は車歴簿に記録する。 
(注 2) 作業現場で機材に不具合発生した場合、オペレータは詳細を CMU に電話で報告し、CMU は修理部

門と打ち合わせ、程度により CMU 修理工場またはサービストラックを派遣し作業現場で修理する。 
 
④ CMU の修理技術 

 
表 2.5 CMU の修理技術の現状 

 
建設機材の装置 修理可・否 必要人数 ｘ 日数

エンジン分解・組立・調整 可 2 x 5 
電気系統（ﾄﾗﾌﾞﾙｼｭｰﾃｨﾝｸﾞ含む） 可 2 x3 
トルクコンバータ分解・組立・調整 否 - 
トランスミッション分解・組立・調整 可 2 x 5 
ピストンポンプ 可 2 x 5 
ピストンモータ 可 2 x 4 
タイヤ修理 可 2 x 0.2 
アンダーキャリッジ部品の交換（ﾛｰﾗ,ｽﾌﾟﾛｹｯﾄ､ﾄﾗｯｸﾁｪｰﾝ等） 可 2 x 5~10 
トラックシュー・アッセンブリー交換 可 2 x 4 
バケット修理 可 2 x 7 
ブーム･アーム・バケットのブッシュ及びピン交換・修理 可 2 x 3 

 

２－１－４ 既存の施設・機材 

(1)  現有建設機材の状況 

 農業省の保有建設機材は、ほとんどが我が国の無償資金協力による「パロ谷農業総合開発

計画」で供与されたものであり（1990 年度 29 台、1994～1995 年 18 台、計 47 台）、大半は

10 年以上を経過し、老朽化している（表 2.6 参照）。これらの機材のうち、使用できるも

のはジャカールの CMU へ移送され、現在、各地の農道建設に用いられている。 
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表 2.6 現有機材の状態 
注) ◎: 稼動可 ○: 定期整備中 △: 部品待ち  ▲: 修理中 ■: 時折稼動 X: ｽｸﾗｯﾌﾟ ＊：ｱﾜｰﾒｰﾀｰ又は走行距離計が破損 

識

別 
状 態    

（稼動時間、走行距離）建設機材名 
No. 

機種 導入 
年 

2002/10 2004/07 

稼動

可能 
年数 

備  考 

 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 1 D83E-1 1990 ■ 

＊ 
■ 
＊ 1 年 

 2 D63E-1 1990 ■ 
5,450H 

▲ 
＊ 1 年 

 3 D63E-1 1990 ■ 
5,350H 

■ 
6,322H 6 月 

 4 D63E-1 1990 ◎ 
4,890H 

■ 
＊ 1 年 

 5 D63E-1 1990 ■ 
5,980H 

■ 
8,727H 1 年 

 6 D85A-18 1995 ◎ 
4,970H 

▲ 
＊ 2 年 

 7 D65E-12 1995 ◎ 
6,584H 

■ 
8,103H 2 年 

 
－機材は耐用年数超過 
－稼動可能な機材もｴﾝｼﾞﾝ・変速

機構、足回り等全動力伝達装

置顕著に磨耗 
 
－燃料・油脂の消費量が大、修理

頻度高、修理費は高額、低作

業能力 
 
－今後 1~2 年程度使用可 
 

（標準耐用年数：9 年） 

ﾄﾞｰｻﾞｼｮﾍﾞﾙ  D21-S 1990 X 
3,225H   －ｽｸﾗｯﾌﾟ、使用不可 

（標準耐用年数：7.5 年） 

1 PC200-5 1990 X 
   

2 PC200-5 1990 ■ 
＊ ■ 1 年 

3 PC200-5 1990 ■ X  
4 PC200-5 1990 ■ ▲  

5 PC200-5 1995 ■ 
5,400H 

■ 
6,812H 1 年 

6 PC200-5 1995 ◎ ■ 1 年 

7 PC60-5 1990 ▲ 
11,360H 

■ 
X  

8 PC60-5 1995 ■ 
X △ 1 年 

1 PC05-6 1990 X   

 
油圧ｼｮﾍﾞﾙ 

2 PC05-6 1990 X   

 
－機材は耐用年数を超過 
 
－稼動可能機材もｴﾝｼﾞﾝ、ﾋﾟｽﾄﾝﾎﾟ

ﾝﾌﾟ･ﾓｰﾀｰ、足回り等総ての動

力伝達装置が顕著に磨耗、作

業能力低下 
 
－修理頻度・修理費高 
 
－今後 1 年程度使用可 
 

（標準耐用年数：7.5 年） 
 

1 BG-1 
(0051) 1990 ○ 

53,926km
◎ 
＊ 1 年 

2 BG-1 
(0052) 1990 X   

3 BG-1 
(0053) 1990 ○ X 

61,510km  

4 BG-1 
(0054) 1990 △ 

27,329km
■ 
＊ 1 年 

5 BG-1 
(0055) 1990 ○ 

55,251km
■ 

67,821km 1 年 

6 BG-1 
(0056) 1990 ○ 

76,746km
■ 

82,674km 1 年 

7 BG-1 
(0236) 1995 ◎ ◎ 

X 1 年 

8 BG-1 
(0237) 1995 ○ 

68,689km
◎ 
X 2 年 

9 BG-1 
(0238) 1995 △ 

61,069km
■ 
X 1 年 

10 BG-1 
(0239) 1995 ◎ 

79,030km
■ 
X 2 年 

 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 

11 BG-1 
(0240) 1995 ◎ 

59,978km
■ 
X 2 年 

 
－機材は耐用年数を超過 
 
－稼動可能な機材もｴﾝｼﾞﾝ燃料噴

射ﾎﾟﾝﾌﾟ、電装品(発電機)、ﾀﾞ

ﾝﾌﾟのﾎﾞﾃﾞｨｰ、燃料ﾀﾝｸ等に不

具合・破損等が発生 
 
－今後 1~2 年程度使用可 
 

（標準耐用年数：8 年） 
 

ｾﾙﾌﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 
ﾄﾗｯｸ 1 BG-1 

(0059) 1990 △ 
70,483km

■ 
＊ 3 月 

－機材は耐用年数超過 
－ｴﾝｼﾞﾝ、変速装置等の磨耗顕著

－燃料・油脂類消費大、無出力 
－ﾘｰﾌｽﾌﾟﾘﾝｸﾞの破損、ﾌﾞﾚｰｷ装置、

ｳｲﾝﾁ装置故障 
－今後時折使用可 

（標準耐用年数：10 年） 
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ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ 1 BG-1 
(00579) 1990 ■ 

＊ 
▲ 

82,102km 1 年 

－機材は耐用年数を超過 
－ｴﾝｼﾞﾝの磨耗顕著 
－燃料・油脂類消費大、無出力 
－燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ、ﾌﾞﾚｰｷ装置、ｸ

ﾚｰﾝに不具合発生 
－今後 1 年程度時々使用可 

（標準耐用年数：10 年） 

1 BG-1 
(0060) 1990 ▲ 

＊ 
X  

2 BG-1 
(0134) 1994 ▲ X  

3 BG-1 
(0135) 1994 ▲ X  

 
ﾐｷｻｰﾄﾗｯｸ 

4 BG-1 
(0210) 1994 ▲ X  

 
－機材は耐用年数超過 
 
－全車スクラップ状態 
 

（標準耐用年数：10 年） 

燃料輸送車 1 BG-1 
(0061) 1990 ◎ 

13,801km
◎ 
＊ 1 年 

－機材は耐用年数超過 
－ｴﾝｼﾞﾝの磨耗が顕著 
－燃料・油脂類消費大、無出力 
－燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ、ﾌﾞﾚｰｷ装置、緩

衝装置等故障発生、修理費高

－今後 1 年程度稼動可 
（標準耐用年数：10 年） 

移動工作車  
BG-1 
(0058) 

 
1990 ▲ 

52,869km
■ 

64,220km 1 年 

－機材は耐用年数超過 
－ｴﾝｼﾞﾝの磨耗が顕著 
－燃料・油脂類消費大無出力 
－燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ、ﾌﾞﾚｰｷ装置、ｻ

ｽﾍﾟﾝｼｮﾝ等に故障発生 
－今後 1 年程度使用可 
－修理設備ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ以外故障

－頻繁に使用する修理用具、工具

類は破損・紛失 
（標準耐用年数：10 年） 

1 WA70-1 1990 X 
2,965H   

2 WA100-1 1994 △ 
5,400H 

■ 
＊ 1 年 

3 WA100-1 1994 ○ 
■ 
＊ 1 年 

 
ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ 

4 WA100-1 1994 △ 
5,859H X  

－機材は耐用年数超過 
－稼動可能な機材のｴﾝｼﾞﾝ、変速

機構、足回等全動力伝達装置

磨耗顕著 
－燃料油脂消費大、低作業能力 
－今後 1 年程度使用可 

（標準耐用年数：11 年） 

1 
 

JV100WA-
1 

1990 △ X  
 

振動ﾛｰﾗ 

2 JV100WA-
1 1995 ◎ ▲ 

＊ 
1 年 

－機材は耐用年数超過 
－稼動可能な機材のｴﾝｼﾞﾝ、変速

機構、足回等全動力伝達装置

磨耗顕著 
－今後 1 年程度使用可 

（標準耐用年数：11 年） 

ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ  PDS390 1990 ■ 
2,080H 

 6 月 

－機材は耐用年数超過 
－全体的磨耗､性能劣化 
－今後 6 ヶ月程度使用可 

（標準耐用年数：11 年） 

ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ 1 GD511-1 1994 ◎ 
957H 

■ 
＊ 2 年 

－ｱﾜﾒｰﾀ破損 
－2 年程度稼働可 
－対象地域の道路建設に不適 

（標準耐用年数：11 年） 

ﾗﾌﾄﾚｲﾝｸﾚｰﾝ  TR250E 1990 △ ▲ 
＊ 

6 月 

－機材は耐用年数超過 
－ｴﾝｼﾞﾝ噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ、電装品(ｽﾀｰﾀ

ｰ)、油圧・電気ｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑの

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ装置等不具合有 
（標準耐用年数：10 年） 

ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ  Toyo 
TY16 1990 X   

－機材は耐用年数超過 
－全機材磨耗、ｽｸﾗｯﾌﾟ 

（標準耐用年数：5 年） 
注) ◎: 稼動可 ○: 定期整備中 △: 部品待ち  ▲: 修理中 ■: 時折稼動 X: ｽｸﾗｯﾌﾟ ＊：ｱﾜｰﾒｰﾀｰ又は走行距離計が破損 

標準耐用年数は日本の公共事業省の基準に基づく 
出典）PARO Valley Project ‘89－’94、’02－’04 調査 
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(2) 現有施設の状況 

農業省は「パロ谷農業総合開発計画」で導入した建設機材のうち、使用可能な建設機材は CMU

に移送して、農道建設に使用している。同じく、同計画で供与された機材維持管理用機材も CMU

に併設された修理工場（2002 年 7 月完成）に移設され、同所で建設機材の修理用として使用され

ている。しかし、修理用機材は既に消耗し、わずかに下記の機材類が残されているのみである（図

2.2 参照）。 

また、現在、同修理工場で可能な限り建設機材の整備・修理を行っているが、修理不可能な場

合には民間修理工場に委託している。しかし、軽車両等の整備を主とする民間修理工場は重機整

備用修理機材を持たないため、整備・修理が困難なケースも生じている。 

 

― 既存の機材維持管理用機材 

・ 電気溶接機１台及び付属品一式 

・ 電動エアコンプレッサ及びゲージ等付属品 

・ 多少の工具類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 CMU の修理工場 

 

前述したように、在籍する機械技師、技能工の経験年数から、建設機材の維持管理技術は一定

の水準に達していると判断されるが、既存の維持管理用機材は皆無に近く、同工場は十分に機能

していない。 

 

 

 

100 0m

50.0m 

22.0m

25.0m

建設機械整備場

建設車輌整備

ワークショップ

75.0m 
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２－２ 予算措置と実施体制 

２－２－１ 建設予算措置  

本計画に必要となる農村道路建設用予算は以下のとおりである。 
 

(1) 過去の農道建設に関する実施計画と実績評価 
2002、2003 年度の 2 年間における（2002 年 7 月：第 9 次 5 ヵ年計画開始月～2004 年 6 月）、

「ブ」国の農道建設に関する予算を以下にまとめる。 

全国レベルの農道建設として予算を計画（168.087 百万 Nu）し、東部 6 県には約 46％（77.763

百万 Nu）を予定したが、実際には 97.671 百万 Nu の予算が配分された。しかし、少ない建設予

算の中でも、東部 6 県に約 61％（59.754 百万 Nu）を充当して建設を進めたが、計画延長の半

分以下の約 59km（46.4%）を完了したに過ぎない。建設が完了した農道の延長は、全国レベル

が約 146km（予定延長の約 66%）であり、うち東部 6 県では 40.6%（59.4km）となっている。 

なお、1km 当たりの農道建設費をみると、全国レベルでは 0.67 百万 Nu であるが、東部地域

においては約 1.00 百万 Nu/ km を要しており、東部では建設コストが高くなっている。 
 
 

表 2.7 第 9 次 5 ヵ年計画開始時より 2004 年 6 月までの農道建設の計画と実績 
 

 予 算（百万 Nu） 建設延長 (km ) 
 計 画 実 績 計 画 完 了            % 

168.087 97.671 219.7 146.3 66.6 
全国ﾚﾍﾞﾙ 

(100%) (100%) (100%) (100%)  
 

内訳 
ドナー 
KRII 

SEZAP 
WWMP 

GTZ 
SDC 

ECR－
ADP 

予算額 
105.000
34.085
10.810
7.132
6.000
5.062

  
 

 
＋ 

(5 ヵ年計画外) 

32.7 
計 179.0 

建設単価： 
0.67百万Nu/km

77.763 59.754 128.0 59.4  46.4 
東部 6 県 

(46.26%) (61.18%) (58.26%) (40.6%)  
 

内訳 
 

ドナー 
KRII 

SEZAP 

 
予算額 

44.000
33.763

  
 

＋ 
(5 ヵ年計画外) 

21.7 
計 81.1 

建設単価： 
1.00百万Nu/km

                      出典：農業省農業局・技術課 
注）1：第 9 次 5 ヵ年計画農道建設延長＝548.63km     

2：予算は 5 ヵ年計画外の道路建設延長を含まない 
 
（2） 農道 1km あたりの概算建設費 

東部 6 県の農道建設に関しては、住民参加型で実施された Mongar 県 Chaskhar～Thangrong

間農道建設工事（施工完了：延長 16km）の実績があり、この工事の 1km 当り費用は下記の

ように約 120 万 Nu/km（約 300 万円）となっている。 
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項  目 費 用 (Nu) 割 合 (%) 
労務費 160,314 13.5  

工事管理費 60,563 5.1  
機械費 780,549 65.7  

材料費（ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄ、ｾﾒﾝﾄ等） 130,270 11.0  
その他 55,812 4.7  
合計 1,187,508 100.0  

 

この建設単価は前記、表 2.7 の東部６県における農道建設単価（約 1.00 百万 Nu/ km）より

高額となっているが、その理由として本施工区間は既存道路より離れていること等が挙げら

れる。 

また、表 2.8 に示す道路標準断面より判断すると、耕作道の 1km 当たりの建設費は農道の

1/3 程度となる約 40 万 Nu/km（約 100 万円）と見込まれる。 

 
（3） 本計画に対する農道建設予算 

上記の 1km 当たりの建設費を参考に、本計画の優先度の高い農村道路（農道 161km、耕作

道 74km）と要請時の対象距離（農道 251km、耕作道 74km）の建設費を比較すると、必要な

建設費は以下のようになる。 

 
項  目 予定延長 予定延長に対する建設費

要請時の対象道路 251km+74km＝325km 330.8 百万 Nu 
優先度の高い農村道路 161km+74km＝235km 222.8 百万 Nu 

 

一方、過去 2 年間における全国レベルの農道建設予算実績は約 100 百万 Nu であり、年間

では約 50 百万 Nu となる（表 2.7 参照）。 

 
a) KR II 見返り資金 

1984 年度より毎年（1998 及び 2003 年度を除く）供与された KR II を、「ブ」国政府

は見返り資金として留保してきた。1997 年までの積立金に対する使途協議承認済み金額

は 2004 年 6 月時点で、391 百万 Nu（9.8 億円）あり、農道建設資金 145 百万 Nu（3.6 億

円）を配分した。 

 
b) IFAD（SEZAP）資金 

SEZAP は 2005 年 6 月に終了するため、本計画への利用の可能性は少ない。しかし、

2006 年 6 月開始を予定している IFAD の ATEPP では 6 年間で 360 百万 Nu（年間 60 百

万 Nu）を農道・耕作道建設費として計画している。 

 

表 2.7 に示すように、農道建設費は KRII 及び SEZAP（IFAD）の資金が最も大きい割合を

占めている。上記の資金計画を IFAD が 6 年間としているため、拠出予定期間を 6 年として

年間の予算を試算すると以下のようになる。 
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単位：百万 Nu        
資金名 予定総額 期間（年） 年間額 

KRII 128 6 21 
IFAD 360 6 60 
計 488 6 81 

 

従って、今後 6 年間における農道建設予算は 81 百万 Nu/ 年となり、2003/ 4 年度に拠出し

た農道建設予算の年間額（約 50 百万 Nu）よりも多い。さらに、農業省も予算確保を明言し

ているため、今後の建設予算の確保は可能である。 

 
・ 維持管理予算 

農村道路の維持管理にあたっては、道路建設前に、利用者組合の設立、等を含む MOU

（Memorandum of Understanding）を農業省と県とで締結し、その後実際の維持管理体制

が開始されることとなる。 

農道の維持管理予算に関しては、今までは農村税（牛の所有税、農地保有税等）が郡

を経由して財務省に納入されていたが、現在は、地方行政支援により郡単位で留保され、

維持管理費を郡が直接充当する制度（2004 年施行）となった。この結果、郡が農民に賃

金を支払って実施する維持管理が可能となり、農民の自発的な管理が容易となった。し

かし、具体的な予算については、農村税の制度改訂が最近のことでもあり詳細は開示さ

れていない。 
 
 
２－２－２ 工事実施の方針と体制 

(1) 工事実施の方針 
第 9 次 5 ヵ年計画における 2004 年 6 月までの農道建設を発注形態別にみると、農業省の

直営（機械貸出し、住民参加型工事）によるのもが 60％であり、他は請負によるものであっ

た。この農道建設における住民参加型工事の経験から、次のような課題が挙げられた。 

－労務提供が農作業等に優先させられるため、農民の負担が大きくなった。 

－農作業実施のため、農民負担分工事に遅れが生じ、工事進捗に支障があった。 

－工事が長期化したため、建設費の高騰を招いた。 

このような問題認識の下、農業省は事業の効率化を図るべく請負による工事を推進して

いるが、民間建設業者は数が限られ、事業規模の大きい工事を志向する傾向にあり、業者

の選別・確保が困難な状況にある。 

そのため、対象地域の農道建設実施に関しては、労働力としての農民の協力とともに、

工事の進捗を高めるため、機械化を進める必要がある。 

また、地元業者もしくは、県の道路技術者の下に建設工事を行う場合とも、地元住民を

雇用することで経済効果が図れ、また資機材を充実させることで工事が促進されることか

ら、農村インフラ整備が早期に実現する。 
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(2) 実施手順 
本計画における道路建設・維持管理に関する実施手順を以下に示す。県が事業主体とな

り、農業省及び財政当局の支援と地元住民の協力のもとで農道・耕作道を建設する。なお、

住民の労務提供については、「1－4 ドナーの援助動向」に述べるように、WFP（世界食

糧計画）が予定する耕作道及び人馬道建設工事の住民参加部分を支援する Food for Work プ

ログラムと連携する必要がある。 

 
財務機関     農業省            県       郡（住民及び代表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
県開発委員会を通し

て優先度等を検討・

予算措置 

 
郡開発委員会よりの

農村道路建設・維持管

理要望の取りまとめ

 
実施設計 

(調査・設計・費用見積）

 
NEC：国家環境委員

会の環境配慮審査 

 

森林局と実施の協議

労務提供契約の公示・締結

 
建設・維持管理に関する

MOU 締結 

 
工事実施 

(工事管理・契約管理) 

維持管理支援 

 
維持管理に関し、

県と MOU 締結 

有償労務提供(農道建設)

 
無償労務提供（耕作道建設）

WFP より支援 

維持管理 

 
工事に関し県と

MOU 締結 

 
CMU 機材・オペ

レーター・燃料

を県から貸与 

維持管理支援 

技術的支援 

 

農業省 

 

SEZAP 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所 

 
財務省 

 
主に KRII 
見返り資金 

申請 

認可・実施 

申請 申請 

貸出・貸出料

貸出料 

 

農道、耕作道の建

設・維持管理 

認可・実施 

申請

CMUの機材活用

道路建設・維持管理段階 

CMU 
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(3) 農村道路の技術基準 
農道（Farm Road）及び耕作道（Power Tiller Track）の技術基準を、2003 年に改訂された

農道ガイドライン、2004 年に作成された耕作道開発ガイドラインに従ってまとめる（表 2.8 

参照）。 

 

 
表 2.8  農道、耕作道の技術基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本計画の対象外であるが、幅員１m の人馬道（Mule Track） 

が WFP 及び IFAD の新プロジェクトでは農村道路に含ま 

れている。この人馬道の建設は簡単な作業道具を使い、手 

作業での建設が可能である。急坂は階段状に整形されてい 

ることが多い。（左写真 参照） 

 

 

全ての土質に

対して最低で
も勾配 1:4 以

下 

0.5m 0.6ｍ 

4.6m 

４％の側溝側への道路横断勾配 

全ての土質に

対して最低で

も勾配 1:4 以
下、但し粘土・

有機物混じり

の場合は 1:2
以下 

4.6m 

舗装は、締め

固めた路床上

に 15センチ厚

の岩砕材を敷

き、砕石混じ

り 土 を 被 せ

る。 

現地盤の勾配が 1:2 以上の場合

４％の側溝側への道路横断勾配 

全ての土質に

対して最低で
も勾配 1:4 以

下 

2.0m 

４％の側溝側への道路横断勾配 

全ての土質に対
して最低でも勾

配 1:4 以下、但

し粘土・有機物
混じりの場合は

1:2 以下 

現地盤の勾配が 1:2 以下の場合

2.0m 

現地盤の勾配が 1:2 以上の場合 

４％の側溝側への道路横断勾配 

農 道                  耕 作 道

20－40 km／h         設計速度             15－25km／h 
7％                  最大勾配          7％ 
25ｍ        曲線最小半径           5ｍ 
1km 毎         離合待機所         500m 毎 
0.6m            側溝幅             0.5ｍ 

現地盤の勾配が 1:2 以下の場合

舗装は、普通

土による土道

とし 
必要に応じて

１０センチ厚

の岩石材を敷

く。 

3 .0m 0.5m 0.5m 1.5m

0.5m 0.6ｍ 3 .0m 0.5m 0.5m 1.5m
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農村道路の技術基準を基に実施される農村道路建設（農道・耕作道）の各工事の実施フロー及

び詳細を下図に示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) 農村道路建設後の維持管理 
農村道路建設後の維持管理について、調査団は農業省と以下の内容を確認している。 

 

a) 農村道路の維持管理を実施する場合、住民の労働提供は農繁期を避けること、また、

農民に賃金を支払うような環境に整備されつつあるが、その実施を促進する。 

 

b) 火薬類取り扱い責任者、石積工、現場監督など技能工等を地元で雇用できるように

なり、農村道路の維持管理の実施は容易で、迅速化が可能となり、維持管理がきめ

細かく実施されるため持続性を図ることができる。 

 契約締結 

施工管理者 

CMU 県

地元住民の雇用を

含む労務提供業者

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ 

(岩盤破砕作業） 

ホイールローダ 

(土砂・材料積込作業） 

エクスカベータ「小型」

(側溝掘削作業） 

ブルドーザ中型 エクスカベータ 

(路床切土・盛土作業） 

ダンプトラック

(土砂搬出作業） 

振動ﾛｰﾗ

(締固め作業） 
タンパ

(端部締固作業）

工事管理 

派遣 
報告 

労務者提供 

リ-ス契約 

機械・オペ・燃料貸与 

(農道建設の場合) 

施工管理者 

CMU 県

村落住民 

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ 

(岩盤破砕作業）

(切土･掘削作業） 

トラクター

(運搬作業） 

（耕作道建設概念図）

工事管理

派遣 
報告 

労務者＆労務 

管理者提供 

リ-ス契約

機械・オペ・燃料貸与 

(耕作道建設の場合) 

WFP

食料提供 

（農道建設概念図）

エクスカベータ「小型」
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c) 郡が農村税を管理することで施設等の整備・開発に直接、迅速に充当されることか

ら、農村道路の日常の維持管理は、農民による実施が可能となる。 

 

d) 農業省と県との間で、農村道路建設前に維持管理のための利用者組合の設立等を盛

り込んだ MOU（Memorandum of Understanding）を締結する。 

 

e) 地滑り等の災害に関する修復は、以前から県の援助により実施されている。 

 
 
２－３ プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

２－３－１ 関連インフラの整備状況 

対象地域のなかで国道が通過する県はモンガル、タシガン、サンドップジョンカルの 3 県のみ

であり、残りの 3 県であるルンチェ、タシヤンチェ、ペマガシェル県は幹線からも離れた遠隔地

である。 

本地域は急峻な山裾や起伏の激しい地形が大部分であり、広範囲に点在する数戸から 100 戸程

度の家屋が各集落を形成し、ほとんどの住民は農業を営んでいる。とりわけ地形と各集落間の経

済的結びつきが乏しいため各集落を結ぶ道路は無く、特に、雨期 7～9 月には土砂崩れ・河川決

壊等による交通遮断がしばしば発生し、基本的な食料の入手が困難な時期もあるなど、未だに農

業支援・保健・教育などの各種サービスへのアクセス、農産物の流通、情報伝達が困難である。    

同様に電気・電話などのライフラインは、わずかに県庁所在地及び国道沿いの集落で利用できる

に過ぎない。 

 

 

２－３－２ 自然条件 

ヒマラヤ造山運動の隆起がヒマラヤ山脈の西側から始まり東部に至ったとされる「緩やかな最

近の隆起運動」のため、同じく山岳国であるネパールのような地表近くに堅硬な基盤岩が露出す

る地質構造とは異なり、「ブ」国では基盤が深く、地表には厚い風化帯が分布する。また、同国

は北緯 27゜に位置し（日本の南西諸島の徳之島に相当）、しかも標高は 100m～7,500m と大きな

差があるため、小さい国土でも南部の温帯モンスーン気候、中央部の内陸ヒマラヤ地域及びツン

ドラ地帯の北部大ヒマラヤ（高山）地域と 3 気候に分けられる。 

対象地域の東部 6 県は内陸ヒマラヤ気候に属し、気温は 5 月～9 月に比較的高くなるが、標高

700m 程度の年間平均気温は 16℃前後、標高 1,600m 付近では 11～14℃である。雨期は 7 月にピ

ークとなる 6 月～9 月の 3 ヶ月間であり、年間降雨量は約 1,000mm である（図 2.3、2.4 参照）。 

 
 このように、地質構造と気候の関係で、標高 3,000m 以上の峠にも鬱蒼とした針葉樹森林が

分布するため、東部地域における農村道路建設には、地表付近の厚い風化堆積層と変化の大きい

地盤構造に配慮した施工と工事に適応した建設機材が必要となる。 
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図 2.3 対象地域 4 地点の月別平均気温 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.4 対象地域 4 地点の月別平均降雨量 

 

２－３－３ その他 

第 8 次 5 ヵ年計画より環境保護がクローズアップされ、第 9 次 5 ヵ年計画のなかでは国道、

県道、フィーダー道路及び農村道路建設に「Environmental Friendly Road Construction」（EFRC）

技術が適用され、建設工事への環境面の重視政策が述べられている。これを受けて、国道、県道

及びフィーダー道路整備を担当する公共事業・定住省、農村道路建設を担当する農業省は、それ

ぞれの道路建設ガイドラインの中で、環境にやさしい建設方法を組込んでいる。本計画に関連し

てみると、下記の具体的な対処方法が示されている。 
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－ 伝統的工法である切土方法を是正し、切土・盛土を可能な限りバランスさせる。 

－ 道路面に片勾配を設けて、路面排水をスムーズにする。 

－ 無秩序な岩掘削を排し、経験者の指導によりコントロールする。 

－ 掘削時の残土は谷に落とさず、処理場所まで運搬する。 

－ 作業者の安全と健康に与える影響を最小にする。 

－ 法面緑化への配慮が必要となる。 

 

このように、環境にやさしい建設方法に見合った建設機材の使用が必要となる。現在の建設機

材は環境面を考慮しており、特別な仕様の選定はないが次の点に留意する必要がある。 

 

－ 環境に配慮し、排気ガス対策を施した建設機材の選定 

－ 過度な大型の建設機材の使用は必要以上に植生を破壊する可能性があるため、対象道路建

設規模に適応し、かつ植生の破壊を最小限とする機材の選定 

－ 機材整備時の排オイル等の処理、パーツ等の廃棄物処分の徹底 

 

なお、社会配慮事項に関して、郡から県に提出される道路建設・維持管理の要請書は、地元住

民の合意・承諾をもとに作成・申請されており、建設前に県と郡の間で結ぶ MOU（Memorandum 

of Understanding）の中にも、「計画される農道・耕作道が耕作地を通過しても、土地所有者は無

償で土地を提供する」と明記されている。 

また、既往事例においても土地収用に関する問題は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 プロジェクトの内容  
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第 3 章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

第 9 次 5 ヵ年計画において、「ブ」国政府は農民の生活環境の向上を目標のひとつに掲げ、農

業開発による経済的向上を基本とした貧困削減をめざしている。そのために、幹線道路やフィー

ダー道路と孤立集落等の間を農村道路で結び、農村と市場のアクセスを確保することが、住民の

医療や教育等の社会サービスの改善に繋がるとしている。 

 

本計画の対象地域は、首都やインドへのアクセスが比較的容易な「ブ」国の中・西部に較べ幹

線道路も少ない遠隔地の東部 6 県であり、厳しい地形や自然条件のため、現在でも社会・経済面

で取り残された地域となっている。同地域では山岳・山地斜面に散在・孤立する集落間を結ぶ道

路は無く、集落と遠くの市場は幅の狭い人馬道で結ばれているのみである（２－２－２ (3）人

馬道の写真参照）。このような地域に農道・耕作道を建設することは、経済的向上のみならず生

活水準の底上げが可能となるとともに医療や教育等へのアクセスが向上することから、住民への

裨益効果は非常に大きい。 

現在、農村道路建設は農業省が実施しているが、建設機材は「パロ谷農業総合開発計画」（1990

年、我が国の無償援助）で 10 年以上使用され、老朽化したものである（２－１－４ (1) 表 2.6 

参照）。一般的に、標準耐用年数（通常 10 年未満）を経過した建設機械は故障頻度が極端に高

くなるため、その稼働率は新しい機械の 3～4 割程度まで低下して作業効率は悪くなり、修理費

などのために維持管理費も新規機械の 2 倍以上を要する。 

しかも、稼動する機材の数は少なく、さらに建設機材は平坦なパロ谷の地形に合わせて選定さ

れているため、対象地域の急峻な地形の農村道路の建設に適しているとは言い難い。農業省は、

使用可能な建設機材を各地の農道建設に使用している。 

 

本プロジェクトは、農業省農業局が東部 6 県で予定する農道と耕作道の建設に対し、その優先

度等を技術的に評価するとともに、その農道・耕作道建設を実施するために必要な道路建設機材

を調達するものである（整備延長：農道 161km、耕作道 74km、計 235km）。 
 
 
 
３－２ 協力対象事業の基本設計 

３－２－１ 設計方針 

(1) 基本方針 

農業省農業局は、耕作道（74km）建設機材供与を当初の要請である農道（251km）建設機材供

与に加えてきた。その要請に関し、調査団は、要請された農道及び耕作道路建設対象路線の優先

度を現地調査時に分析・決定した。その後、国内解析業務ではそれらの路線状況を検討し、建設

及び修理用機材供与の必要性とその機種・数量の妥当性を評価した。 
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農道・耕作道の建設については、建設を円滑に実施するため、調査団は下記の方針を考慮・検

討し、本プロジェクトの機材調達計画の基本方針とした。 

 

－ 既存機材の状態： 

我が国の無償資金協力によって供与されたパロ谷関連機材は既に大半が老朽化し、機材

のサイズは本計画対象路線に適さず、また、各地の農村道路建設に使用されているため、

本計画対象地域での利用は困難である。 

－ 環境面への配慮： 

急傾斜地の多い対象地域で、施工時に発生する残土の谷への投棄を防ぎ、処理場所へ運

搬するため、工事では掘削・積込み作業が多くなる。このように、環境への影響の軽減

に配慮した機材を選定する。 

－ 適確な組合せの機材： 

対象となる地域は、地区により標高・土地条件・地形など自然環境等の条件が異なり、

また、農道と耕作道によって建設に使用する機材類は異なる。そのため、工事条件に応

じた適確な機材の組合せとする。 

－ 建設現場に適合した機材： 

道路幅員 4.6m（車道幅 3.0m）の農道建設に適応させるために中型もしくは小型機材、

一方、耕作道については狭小な幅員（1.5m）の建設と、人力による建設作業も考慮され

るため機動性に優れた小型、軽量機材を選定する。 

－ フリート（機械群）の採用： 

既存道路から工事対象区間への機材搬入路の状態は悪く、工事内容は規模も小さい土工

が主体である。しかも、変化に富む工事条件に適応することが要求されるとともに、そ

れらに即座に対応する建設機材を選ぶ必要がある。以上のように、分散した工事区間で

より効率的に工事を実施するためには、最少の機材で構成される建設機械群（フリート）

として移動・施工させる方ことが効果的である。なお、中央機械センター（CMU）の

機材の賃貸料金は利用期間の損料ではなく、実稼動時間を基準としていることから、利

用していない機材の借用料に縛られることはない。 
 
(2) 自然条件に対する方針 

整備対象地域の自然条件は以下の通りである。 

・ 気温 -10℃～+35℃ 

・ 標高 海抜 200～4,000m 

・ 地質 風化岩や安山岩等の岩盤が多く分布し、表土層も緩く厚い 

雨期（6～9 月）、乾期、冬期（12～2 月）の路面凍結等の気象条件、山岳地帯や高い山地の

屈曲した狭小な工事区間における機材の稼動、岩の掘削等の施工を考慮した機材仕様とする。 
 
(3) 現地特殊事情に対する方針 

工事の実施については、環境面への配慮、緩和策が求められるため、以下について検討する。 
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・ 大気汚染に対する配慮 

・ 環境にやさしい施工法（EFRC）を考慮した機材選定 

・ 機材からの廃油等処理と廃棄物の処分 

 

山岳の斜面地における作業が多いため、作業の安全性を考慮して転倒保護装置（ROPS）を装

備した機械とする。「ブ」国には建設車両エンジンの排気ガスに対する規制は特にないが、販

売されている燃料は硫黄分を多く含むため、主要建設機材には燃料フィルタを二重に装着し、

エンジン系統の故障の発生を少なくするとともに排出ガスによる大気汚染を軽減する｡ 

また、「ブ」国では環境保護がクローズアップされ、道路建設には下記の制約があるため、

機材選定に対しては考慮する。 

 

・ 掘削工事により発生した土砂等は谷側への投棄が禁じられており、掘削積込み用の

機材を必要とする。 

・ 法面緑化 
 
 

(4) 機材選定の方針 

上記の主要な条件と工事の作業内容を考慮し、必要な機材・仕様を検討・選定する（表 3.1 

参照）。 
表 3.1 作業内容と必要な機材 

作業内容 機材 農道 耕作道 備考 
土砂、岩の 

掘削･押土･敷均･整形･ 
転圧･ﾘｯﾋﾟﾝｸﾞ作業 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ○ × ｱﾝﾝｸﾞﾙ･ﾁﾙﾄﾀｲﾌﾟ 
農道には中型が適 

 

側溝・法面等の掘削、 
土砂・岩の掘削･積込み、法面整形 

 
油圧ｼｮﾍﾞﾙ 

（油圧ﾌﾞﾚｰｶ付） 

 
○ 

 
○ 

農道は中・小型、耕作道

は超小型が適する  
環境保護のため、掘削積

込み作業が増加 

路盤材･盛土材･残土等の運搬 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ○ × 油圧ｼｮﾍﾞﾙ、ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ 
作業量との整合性 

盛土･路床･路盤等の振動転圧 振動ﾛｰﾗ ○ × 農道は中型が適 
軟岩の破砕（ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ） ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ ○ ○ 軽量型 

発破穴削孔用（ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ）* ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ ○ ○ 軽量型 

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶの動力源 ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ○ ○ 農道中型、耕作道小型が

適、CMU 中型所有あり

路床･路面工事の土砂･石材積込、運搬 ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ ○ × 狭小道の作業性考慮 
狭小道の土砂･砂利等の運搬 ﾎｲｰﾙﾄﾗｸﾀ × ○ 狭小道の作業性考慮 

ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから離れた場所の削孔作業 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾘﾙ ○ ○ ｴﾝｼﾞﾝ付軽量型 
狭小道の転圧用 ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ × ○ 狭小道の作業性考慮 
路肩等の締固め ﾀﾝﾊﾟｰ × × CMU 保有 
作業員の安全確保 安全保安用品 ○ ○ 安全ﾍﾞﾙﾄ・ﾍﾙﾒｯﾄ等 

ｵﾍﾟﾚｰﾀ･ﾒｶﾆｯｸ･ﾍﾙﾊﾟｰ現場宿泊用 ﾃﾝﾄ ○ ○ 4～5 人用 
機材の効率的・連続的な使用 ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ ○ ○ 定期交換部品・消耗品 

 注）○：各作業に適する機材、×：適さない機材（CMU 保有のため、調達の必要性の少ない機材も含む） 
 注*）自然保護区内では発破の使用は禁止され、静的破砕剤の使用が義務付けられたが、本計画対象路線は

保護区内を通過しない。 
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(5) スペアパーツの調達に対する方針 

初期に必要な定期交換部品、消耗部品等を中心に調達し、供与機材の稼働率向上を図る。 

本計画の施工計画では年間 240 日、作業 6～6.5 時間/日であるため、年間稼動は約 1,500 時間

となり、初期約 3,000 時間、2 年間分の稼働時間を対象とした交換部品を準備する。この 2 年

間のうちに部品使用状況を確認し、3 年目には「ブ」国側が調達ルートを確立してスペアパー

ツの調達が可能となるようにする。 
 
(6) 実施機関の維持管理の対応方針 

CMU の現有機材類は「パロ谷農道総合開発計画」で使用した日本製であり、CMU の機械技

師や技能工は同計画の初めより機材の維持管理に携わっている。CMU には修理工場が併設さ

れ、現在、建屋を増設中であり（2005 年 6 月完成予定）、修理関連スタッフも採用している。 

実施機関（CMU）の機材の維持管理能力は一定の水準に達していると判断されるため、本計

画による修理機材の導入・拡充により、現有機材の修理能力と新規調達機材の維持管理能力を

高めることが可能である（２－１－３ 参照）。 
 
(7) 調達時期・建設工期に係る事項 

農業省の資料によると、第 9 次 5 ヵ年計画におけるここ 2 年間の農道建設の実績は全国レベ

ルで延長約 179km であり、年間では延長約 90km となる（２－２－１表 2.7 参照：数字は 5

ヵ年計画外を含む）。この実績を基に、本計画の建設対象延長（農道 161km、耕作道 74km：

計 235km）を考慮すると、建設工期は 3 年間が適当と判断する。 

本計画による新規建設機材の現地到着を 2006年初頭とすると、第 9次 5ヵ年計画終了時（2007

年 6 月）までは 1.5 ヵ年であり、第 9 次計画内に農道・耕作道建設を完了させることは難しい。

しかし、第 10 次 5 ヵ年計画（2007 年 7 月開始予定）でも農村地域のアクセス改善等の目標は

継承されることから、2006 年から 2009 年初めまでの 3 年間を本計画建設期間とするのが適切

である。 

 
表 3.2 建設実施時期 

 

 

 建設費用面でみると、優先度の高い農村道路建設に必要な建設費は計 222.8 百万 Nu であるた

め、上記 3 年間を建設期間とすると、年間約 75 百万 Nu が必要になる。一方、KRII 及び IFAD

で今後 6 年間に予定される農道建設費は年間 81 百万 Nu である（２－２－１（３）参照）。 

 従って、上記 3 年間において本プロジェクトで予定される農道・耕作道（延長 235km）の建

設費は充足する。 

 

5 ヵ年計画 
 

第 9 次計画            第 10 次計画 

項 目 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
機材調達      
施工準備      

農村道路建設工事      
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３－２－２ 基本計画(機材計画) 

(1) 全体計画 

本プロジェクトにより供与される農村道路機材は、車道幅員 3.0m の農道と幅員 1.5m の耕作

道建設を対象としており、施工場所、工事規模、地形並びに地質条件を考慮したフリート編成

に必要な機材を活用した計画とする。 

 

(2) 建設機材計画とフリート数 

本計画対象地域の農道と耕作道の建設に必要な機材（表 3.1 参照）をもとにすると、地域や

道路幅員から考慮して中小型もしくは軽量型（超小型）が必要となる。 

 

ここでは各機材に必要な仕様を前項「3-2-1 (4) 機材選定の方針」に従い設定する。さらに、

農道及び耕作道建設用機材フリートの標準作業量を算定し、適正フリート数を計画する。ただ

し、フリートを構成する機材数は最小として機材計画を策定する。 

 

1) 本計画対象路線の妥当性の検討 

要請のあった建設対象の農道・耕作道と現地調査で評価した結果を掲げるとともに（表 3.4 

参照）、その県別の路線位置を巻末“資料 8 その他の資料・情報「対象農村道路詳細位置図」”

に示す。優先度の選定には、受益世帯数、施工性（妥当性）、緊急性を比較・検討している。 

評価の結果優先度の高い路線の県別の延長は下表のとおりである（表 3.3 参照）。 

 
表 3.3 農村道路対象路線 

 
農 道 耕作道 

県 名 
路線 km 路線 km 

ルンツェ 1 15 2 50 
モンガル 3 26 3 9 
タシガン 3 39 0 0 

タシヤンツェ 4 40 0 0 
ペマガシェル 2 14 1 15 

サンドップ ジョンガル 2 27 0 0 
計 15 161 6 74 

 

建設対象路線の優先度別延長は下記のようになる。 

 

単位：km 

優先度 農道 耕作道 計 

高 161 74 235 

低 90 0 90 

計 251 74 325 
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2) 農道と耕作道建設用フリートの標準作業量の算定 

① 施工条件の設定 

－ 年間稼動日数  ：240 日（雨期 1.5 ヶ月、農繁期 1 ヶ月、日曜日除外）と設定 

－ 工事開始地点    ：既存のアクセス可能個所を起点とする 

－ 工事期間      ：予算充当及び過去の実績より 3 年と設定 

－ 現地発生材の利用  ：盛土は現場発生材を極力利用する 

－ 環境保護（残土処理）：掘削土を山岳斜面に落とさず、処理場所まで運搬する 

 

② 施工速度の分析・検討 

農道建設に関し、現地技師に土質条件の違いによる施工状況の相違を確認した。その

結果、「ブ」国における時間当りの土質別作業量と日本の「土工指針」を参考にした標準

作業量と比較すると、双方の日進捗作業量に大きな差はないと判断される（表 3.5 参照）。 
 
 

表 3.5 土質条件の違いによる農道建設の施工速度 
単位：m／日 

所属機関＼土質 普通土 軟 岩 硬 岩 

ﾓﾝｶﾞﾙ県技師 60～80 30～40 3～4 

CMU 技師 80～100 40～50 5～7 

平均（日作業量） 80 45 5 

作業量の評価 
 

(土工量) 
 
 
 
 

ブルドーザ 
 
・日進捗 

80m x 4.6m x 4.6m x 0.5＝ 
846m3/日

 
・時間進捗 

846／6＝141m3／時 
 

＊標準作業量：120m3／時

比較：妥当 

ブルドーザ 
 
・日進捗 

45m x 4.6m x 4.6m x 0.5＝ 
476m3/日

 
・時間進捗 

476／6＝79m3／時 
 
＊標準作業量：73m3／時

比較：妥当 

油圧ショベル 
(ブレーカ付) 

・日進捗 
5m x 4.6m x 4.6m x 0.5＝ 

52.9m3/日
 
・時間進捗 

52.9／6＝8.8m3／時 
 
＊標準作業量：7m3／時

比較：妥当 

注 ＊：日本土木学会偏「土工指針」の標準作業量を参考 

 

③ 標準的な農道の建設におけるフリートの標準作業量 

モンガル県のYongkola～Tsamang間の農道建設を例として、異なる土質条件の延長 1km

区間について、表 3.5 の機械別の日進捗（土工量）を参考として施工所要日数を算定する

と 22 日／km となる。 
 
 

項目＼土質 普通土 軟岩 硬岩 計 
距離 (m) 620 350 30 1,000 
使用機種 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 油圧ｼｮﾍﾞﾙ (ﾌﾞﾚｰｶ付) ― 

平均日作業量 (m) 80 45 5 ― 
所要日数 (日) 8 8 6 22 

 
 

4.6 m 

4.6 m 
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農道建設の年間稼動日数は 240 日であるため、工事区間に上記機材をフリートの構成

として使用すると、その標準作業量（標準年間施工延長）は、240 日÷22 日／km＝11km

／年／フリートとなる。 
 
 

④ 農村道路建設に要する 1 フリートの標準年間作業量 

上記の検討から、農道建設に要する 1 フリートの標準作業量（標準年間施工延長）は

11km／年となる。 

一方、耕作道の建設はまだ始っていないが、開発調査で実施されたアクションプログ

ラムでは、年間約 5km の耕作道建設が可能と確認されており、本計画ではこれを耕作道

の標準作業量（標準年間施工延長）とする。 

 
 

⑤ 1 フリートの標準作業量を考慮した所要フリート数の算定 

1 フリート標準作業量と農村道路建設対象延長より、以下のフリート数が必要となる。 
 

表 3.6 必要フリート数 
項  目 農道整備 耕作道整備 

1 フリートの年間標準作業量 a 11 km／フリート／年 5 km／フリート／年

建設工期（3 年間）の場合の 
1 フリート標準作業量 

b=3xa 33km／フリート 15km／フリート 

優先度の高い路線延長 c 161 km 74 km 
必要フリート数 c/b 5 5 
備考） 要請建設対象路線 251km 74km 

必要フリート数 8 5 
「ブ」国政府要請フリート数 5 6 

 

従って、本計画における優先度の高い農道及び耕作道路線の建設用機材はそれぞれ 5

フリートとなる。 

 

3) 建設機材計画 

 

以上の検討結果から、農道及び耕作道用に必要となるそれぞれ 5 フリート分の建設用及び

支援機材を表 3.７に示す。 

なお、ここでは岩の硬さの目安を油圧ブレーカ（油圧ショベルに付属）もしくは発破作業

により破砕可能な岩を硬岩とし、ブルドーザよびハンドブレーカで掘削できるものを軟岩と

する。 
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表 3.7 建設機材・支援機材計画 
 

 
(1) 農道用 

機材名称 主な仕様 数量 使用目的 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 170~190HP、ｱﾝｸﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ、ROPS ｷｬﾉﾋﾟｰ、 
ﾏﾙﾁｼｬﾝｸﾘｯﾊﾟｰ 

5 土砂、軟岩の掘削･押土･ 
敷均･整形･転圧･ﾘｯﾋﾟﾝｸﾞ作業 

油圧ｼｮﾍﾞﾙ 
(中型) 

135~150HP、0.8m3 岩用ﾊﾞｹｯﾄ付、ｽﾁｰﾙｷｬﾋﾞﾝ 
適合油圧ﾌﾞﾚｰｶ付属 

5 掘削･積込み 

油圧ｼｮﾍﾞﾙ 
（小型） 

75~85HP、0.4m3 岩用ﾊﾞｹｯﾄ付、ｽﾁｰﾙｷｬﾋﾞﾝ 5 側溝・法面等の掘削、法面整形

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 8ton、4x2、185HP 以上 5 路盤材･盛土材･残土等の運搬 

振動ﾛｰﾗ 約 7ton 日除け付、(前)ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ：振動及び駆動、

(後) ﾀｲﾔｘ2 (駆動) 
5 盛土･路床･路盤等の振動転圧 

(1)ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 20kg、吐出量約 1.4m3/分、口金 20A(3/4”) 10 油圧ﾌﾞﾚｰｶ（中型油圧ｼｮﾍﾞﾙ付

属）使用後の岩石を砕く 
ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ (2)ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 

重量約 20kg、吐出量約 2.4m3/分、口金 20A(3/4”)
10 硬岩の発破孔削孔作業用 

ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 
（中型） 

約 80~85HP、牽引式(2 輪)、吐出量:約 7.5m3/分、 
口金:最小 20A(3/4”)x2 

1 ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶの動力源 

ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ 80~90HP、ROPS ｷｬﾉﾋﾟｰ、ﾊﾞｹｯﾄ約 1.3m3 5 路床･路面工事の土砂･砂利･石

材の積込、運搬作業 

安全保安用品 
安全ﾍﾞﾙﾄ(ﾌｯｸ付)、ｺﾞｰｸﾞﾙ(透明ﾚﾝｽﾞ)、ﾍﾙﾒｯﾄ(黄
色)、防塵ﾏｽｸ(土木･研磨･清掃用)、皮手袋(振動

作業用) 
各 50 現場作業員の安全確保用 

ﾃﾝﾄ 防水型 4 人用、ｸﾞﾗﾝﾄﾞｼｰﾄ・付属品付 各 25 ｵﾍﾟﾚｰﾀ･ﾒｶﾆｯｸ･ﾍﾙﾊﾟｰ 
の現場宿泊用 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ 
ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾘﾙ 

重量約 25kg、ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ付 
 

10 ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから離れた 
場所の削孔作業 

ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ 上記機材のｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ --- 機材の効率的・連続的な使用 

 
(2) 耕作道用 

機材名称 主な仕様 数量 使用目的 

油圧ｼｮﾍﾞﾙ 
(超小型) 

約 28~36HP、0.14 m3 ﾊﾞｹｯﾄ付、ｽﾁｰﾙｷｬﾋﾞﾝ、 
ﾌﾛﾝﾄﾌﾞﾚｰﾄﾞ付 5 狭小現場での掘削･積込･敷均･

整形等 

ﾎｲｰﾙﾄﾗｸﾀ 約 28HP、 4x4、1.0～1.5 ﾄﾝ･ﾄﾚｰﾗ付(固定式) 
 5 狭小道での土砂･砂利等の運搬 

(1)ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 20kg、吐出量約 1.4m3/分、口金 20A(3/4”) 5 硬岩の破砕用 

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ (2)ｼﾞｬｯｸﾊﾝﾏｰ 
重量約 20kg、吐出量約 2.4m3/分、口金 20A(3/4”)

5 硬岩の発破孔削孔作業用 

ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 
(小型) 

重量約 700kg 定置型、吐出量 3.5m3/分以上、 
口金 20A(3/4”)x１ 

5 ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶの動力源 

ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ 約 900kg、ﾀﾝﾃﾞﾑﾀｲﾌﾟ(両輪駆動) 
 

5 狭い小道での転圧に使用 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ 
ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾘﾙ 

約 25kg、 ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ付 
 

5 ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻから離れた場所の 
削孔作業 

安全保安用品 
安全ﾍﾞﾙﾄ(ﾌｯｸ付)、ｺﾞｰｸﾞﾙ(透明ﾚﾝｽﾞ)、ﾍﾙﾒｯﾄ(黄
色)、防塵ﾏｽｸ(土木･研磨･清掃用)、皮手袋(振動

作業用) 

 
各 25

 
現場作業員の安全確保用 

ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ 上記機材のｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ --- 機材の効率的・連続的な使用 
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(3) 支援機材 

機材名称 主な仕様 数量 使用目的 
ｸﾚｰﾝ付貨物ﾄﾗｯｸ 

(中型) 
8ton、3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付、4x2、230HP 以上 1 ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ、ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ等 

の小型建設機械、資材の運搬 
ｻｰﾋﾞｽﾄﾗｯｸ 

(小型) 
4ton、3 ﾄﾝｸﾚｰﾝ付、4x2、170HP 以上 1 建設用機材の現場でのｴﾝｼﾞﾝ、

車体の整備・修理用 

燃料輸送車 3,000Lit、4x2、約 120HP 1 現場の建設用機材への燃料 
補給 

測量機材 (1) オートレベル 
(2) 携帯 GPS 各 6 台 測量作業用 

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ ﾀﾞﾌﾞﾙｷｬﾌﾞﾀｲﾌﾟ、4x4 1 現場の監督・検査、ｻｰﾋﾞｽ・ 
修理部品の搬送等に使用 

ｾﾙﾌﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾄﾗｯｸ 積載重量約 14 ﾄﾝ、6x4、290HP 以上ｳｲﾝﾁ付 1 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ、油圧ｼｮﾍﾞﾙ等の 
大型建設機械の運搬に使用 

ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ 上記機材のｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ --- 機材の効率的・連続的な使用 

 
 
(3) 整備・修理機材計画 

現在、CMU が所有する修理工場の維持管理用機材は皆無に等しいため、CMU 修理工場用へ

の整備・修理機材一式の供与を建設機材供与の要請に併せて行っている。同局の修理技術力は

一定の水準を持つと判断されるため、修理機材の導入によりその維持管理能力を高めることが

可能となり、本プロジェクトで調達される建設・支援機材の持続性のある活用が期待される（表 

3.8 (1) 参照）。 

 

整備・修理用機材の選定と機材配置を計画するが、本計画対象地の建設予定区間は狭小で屈

曲し、急勾配な斜面地であるため、最小回転半径の小さいサービストラック（4 ﾄﾝ、ｸﾚｰﾝ付）で

整備・修理機材を搭載して、建設機材の維持管理を施工現場にて実施する。 

従って、維持管理用機材は同トラックに積載可能なものとする（表 3.8 (2) 参照）。 

 
表 3.8 整備･修理用機材計画 

 
(1) 修理工場用整備･修理機材 
1．移動式ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ及び吊具一式 

No 機材名 仕様 個数 使用目的 

1-1 移動式ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ 
持上げ力・高：3 ﾄﾝ、約 3,180mm 
ﾄﾛｰﾘｰ走行範囲：約 3,600mm 
手動式ﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸ付 

1 
建設機材のｴﾝｼﾞﾝ、変速機等装

置、重量部品の本体からの取

外・取付け用 
1-2 ｽﾘﾝｸﾞﾁｪｰﾝｾｯﾄ 約 1 ﾄﾝ、2 ﾄﾝ、3 ﾄﾝ等 1 ｾｯﾄ 吊具 

1-3 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟｾｯﾄ 6mm x2m、8mm x2m、12mm x3m、 
16mm x4m 

1 ｾｯﾄ 吊具 

1-4 ｼｬｯｸﾙ 径：9、12、16、19、22、25mm 1 ｾｯﾄ 吊具用金具 

1-5 ｱｲﾎﾞﾙﾄ ﾎﾞﾙﾄ径：M10、M12、M16、M20、  
M24、M30 

1 ｾｯﾄ 吊具取付け用 
 

2．電気溶接機及び付属品 

2-1 DC ｱｰｸ溶接機 10~300A、容量約 16kVA、 
電源 3 相・380V・ 50Hz 1 溶接用機材 

2-2 溶接用ｼｰﾙﾄﾞ 手持ち式 1 溶接時の保護用機材 
2-3 ｾｶﾝﾄﾞﾘｰｺｰﾄﾞ(ｱｰｽｺｰﾄﾞ) 容量 300A、長さ 10m 2 溶接機用ｺｰﾄﾞ 
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2-4 ｱｰｽ用ｸﾘｯﾌﾟ 容量 300A 1 溶接機ｱｰｽ用ｸﾘｯﾌﾟ 
2-5 ﾁｯﾋﾟﾝｸﾞﾊﾝﾏｰ ﾀﾞﾌﾞﾙｴﾝﾄﾞ 1 溶接ﾁｯﾌﾟ除去用ﾊﾝﾏｰ 
2-6 革手袋 --- 1 溶接時の保護用機材 
2-7 ｴﾌﾟﾛﾝ 革製 1 溶接時の保護用機材 
2-8 ｽｸﾘｭｰｸﾗﾝﾌﾟ L ﾀｲﾌﾟ、150mm、300mm 各 2 溶接時の止め具 
2-9 ｸﾞﾘｯﾌﾟﾌﾟﾗｲﾔ ｽﾄﾚｰﾄｼﾞｮｰﾀｲﾌﾟ、10mm、20mm 各 2 溶接時の器具 

3．ｶﾞｽ溶接ｾｯﾄ 

3-1 ｶﾞｽ溶接ｾｯﾄ 
圧力ﾚｷﾞｭﾚｰﾀ・ﾎｰｽ：酸素・ｱｾﾁﾚﾝ 
溶接・切断用ﾄｰﾁ(ﾁｯﾌﾟ付)、点火器、

眼鏡、ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ用ﾚﾝﾁ 
1 ｾｯﾄ ｶﾞｽ溶接・切断用機材 

3-2 ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞｷｬﾘﾔ 2 本用 1 ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ運搬用 
4．ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ及びｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 

4-1 ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 
3 相・380V・50Hz、7.5kW、9.5kg/cm2、
7.5kW、850Lit/分、 
吐出口 1/4”、3/8”、1/2” 

1 

4-2 ｴｱｰﾎｰｽ（ｸｲｯｸｶﾌﾟﾗｰ付) 6mm x10m、9mm x10m、12mm x10m 各 2 
4-3 ﾎｰｽﾊﾞﾝﾄﾞ 13~20mm、18~25mm、25~35mm 各 10 

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ用 
 

4-4 ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ ｴｱｰｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ：1/2”, 3/4”, 1”角 各 1 

4-5 ｿｹｯﾄｾｯﾄ 
1/2”角ﾐﾘﾎﾞﾙﾄ用、1/2”角ｲﾝﾁﾎﾞﾙﾄ用、

3/4”角ﾐﾘﾎﾞﾙﾄ用、3/4”角ｲﾝﾁﾎﾞﾙﾄ用、

1”角ﾐﾘﾎﾞﾙﾄ用、1”角ｲﾝﾁﾎﾞﾙﾄ用各ｾｯﾄ

各 1 
調整・分解・組立用 

5．建設機械用工具ｾｯﾄ 
5-1 ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ付工具ｾｯﾄ ﾐﾘｻｲｽﾞ、ｲﾝﾁｻｲｽﾞ 3 ｾｯﾄ 
5-2 ｿｹｯﾄﾚﾝﾁｾｯﾄ 1”角ﾐﾘﾎﾞﾙﾄ用、1”角ｲﾝﾁﾎﾞﾙﾄ用ｾｯﾄ 各 1 
5-3 片口ｽﾊﾟﾅｾｯﾄ ﾐﾘｻｲｽﾞ 2 ｾｯﾄ 
5-4 大型ｱｼﾞｬｽﾀﾌﾞﾙﾚﾝﾁ 開き：38~76mm、70~120mm 各 1 

調整・分解・組立用 

6．計測工具 
6-1 ﾄﾙｸﾚﾝﾁ 10~45、40~180、80~560、 

100~850Nm 
各 1 ﾎﾞﾙﾄ締付ﾄﾙｸ計測用 

6-2 定盤 1,000x1,000x125 mm 1 

6-3 
V ﾌﾞﾛｯｸ･ｺﾝﾊﾟｽ･定規・ 
巻尺･隙間ｹﾞｰｼﾞ･ﾏｸﾞﾈ

ｯﾄｽﾀﾝﾄﾞ等 
 各 1 

6-4 ﾀﾞｲｱﾙｹﾞｰｼﾞ 0~10mm 1 
6-5 ｼﾘﾝﾀﾞﾎﾞｱｹﾞｰｼﾞ 50~100、100~180mm 各 1 
6-6 ﾏｲｸﾛﾒｰﾀ 0~150mm 1 
6-7 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ回転計 0~1,200/ 6,000 rpm 1 

計測用 

6-8 ﾌﾞﾛｰﾊﾞｲﾁｪｯｶｰ 0~5kPa 1 ｴﾝｼﾞﾝｶﾞｽ漏れ計測用 

6-9 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用 
圧縮圧力計ｾｯﾄ 

 1 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ圧縮圧力計測用 

6-10 油圧計ｾｯﾄ  1 油圧計測用 
6-11 ｻｰｷｯﾄﾃｽﾀｰ  1 電流･電圧計測用 

7．ｴﾝｼﾞﾝ修理用機材 

7-1 ｴﾝｼﾞﾝｽﾀﾝﾄﾞ 2 ﾄﾝ 1 ｴﾝｼﾞﾝ分解･組立時の回転 
可能な取付台 

7-2 ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ付工具ｾｯﾄ ﾐﾘ用及びｲﾝﾁ用 2 ﾒｶﾆｯｸ用工具 2 名分 

7-3 ｴﾝｼﾞﾝ分解･組立用 
工具一式 

ﾊﾞﾙﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾌﾟｯｼｬｰ、ｼﾘﾝﾀﾞｰﾗｲﾅｰﾌﾟ

ｰﾗｰ、ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞﾂｰﾙ、ｴｱｰｶﾞﾝ、ﾊﾞﾙﾌﾞ

ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞｾｯﾄ 
一式 ｴﾝｼﾞﾝ分解･組立・再生用工具 

7-4 部品洗浄台 ﾀﾝｸ容量 70Lit 1 部品洗浄用 
8．ｼﾞｬｯｷ及びﾘﾌﾄ機器 

8-1 油圧ｶﾞﾚｰｼﾞｼﾞｬｯｷ 15 ﾄﾝ 2 
8-2 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｼﾞｬｯｷ 10 ﾄﾝ、50 ﾄﾝ 各 2 

建設機材ｼﾞｬｯｷｱｯﾌﾟ用 
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8-3 ﾌﾞﾛｯｷﾝｸﾞﾂｰﾙ 10 ﾄﾝ、30 ﾄﾝ 各 2  
9．ﾎｲｰﾙ式車輌整備工具 

9-1 ﾀｲﾔ修理用機材 ﾀｲﾔﾋﾞｰﾄﾞﾘﾑｰﾊﾞ、修理用工具ｾｯﾄ、ﾀｲ

ﾔﾚﾊﾞｰ、ﾎｲｰﾙﾅｯﾄ用ﾚﾝﾁ、空気圧ﾁｪｯｶｰ
各 1 ﾀｲﾔ分解･組立･修理用 

9-2 ﾁｭｰﾌﾞ修理ｾｯﾄ  2 ｾｯﾄ ﾀｲﾔﾁｭｰﾌﾞ修理用 
9-3 ﾁｭｰﾌﾞﾚｽ修理ｾｯﾄ  5 ｾｯﾄ ﾁｭｰﾌﾞﾚｽﾀｲﾔ修理用 
9-4 ｸｲｯｸﾘﾍﾞｯﾀｰ 手動 1 ﾘﾍﾞｯﾄ用 
9-5 油圧式ﾀｲﾔ脱着器  1 ｾｯﾄ OR ﾀｲﾔ用 

10．ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ用ﾏｽﾀｰﾋﾟﾝ脱着用工具 
10-1 油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ・ｼﾘﾝﾀﾞｰ 手動 1 ｾｯﾄ 
10-2 ﾏｽﾀｰﾋﾟﾝ用工具ｾｯﾄ  1 ｾｯﾄ 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ用ﾏｽﾀｰﾋﾟﾝ脱着用 

11．ﾊﾞｯﾃﾘｰｻｰﾋﾞｽ機材 
11-1 ﾊﾞｯﾃﾘｰ急速充電器 4kVA、80A、ﾌﾞｰｽﾀｹｰﾌﾞﾙ 1 ﾊﾞｯﾃﾘｰ充電用 
11-2 ﾊﾞｯﾃﾘｰｻｰﾋﾞｽｾｯﾄ ﾊﾞｯﾃﾘｰﾌｨﾗｰ、ｼﾘﾝｼﾞ、比重計 1 ｾｯﾄ ﾊﾞｯﾃﾘｰｻｰﾋﾞｽ用 

12．給油脂用機器 
12-1 ｸﾞﾘｰｽﾘｭｰﾌﾞﾘｹｰﾀｰ ｴｱｰ式、16kg 缶対応 1 ｸﾞﾘｰｽ給脂用 
12-2 ｵｲﾙﾘｭｰﾌﾞﾘｹｰﾀｰ ｴｱｰ式、200Lit ﾄﾞﾗﾑ缶対応 1 ｵｲﾙ給油用 
12-3 ｸﾞﾘ-ｽﾎﾟﾝﾌﾟ 手動式、16kg 缶対応 1 ｸﾞﾘｰｽ給脂用 
12-4 ｵｲﾙﾊﾞｹｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 手動式、10Lit 缶対応 1 ｵｲﾙ給油用 
12-5 給油脂ｻｲﾋﾞｽ機材 ｸﾞﾘｰｽｶﾞﾝ、ｵｲﾙﾌｨﾙﾀｰﾚﾝﾁ等 一式 給油脂ｻｰﾋﾞｽ用 

13．電動工具 
13-1 ﾃﾞｨｽｸｻﾝﾀﾞｰ 100mm、砥石付 1 
13-2 電動ﾄﾞﾘﾙ 径 13mm、 220V 2 
13-3 高速ｶｯﾀｰ 砥石径約 300mm 1 
13-4 その他 電工用ﾘｰﾙ、ｶﾞﾚｰｼﾞﾗﾝﾌﾟ等 一式 

建設機材修理・再生用 

14．洗車機器 
14-1 高温高圧水洗機 水量 800Lit/h、温度 80℃ 1 建設機材洗浄用 

15．その他 
15-1 門型油圧ﾌﾟﾚｽ 手動式、55 ﾄﾝ、付属品付 1 
15-2 塗装ｶﾞﾝ  一式 
15-3 部品置き皿  1 ｾｯﾄ 

15-4 修理用消耗品 ﾈｼﾞﾛｯｸ、ｼｰﾙﾃｰﾌﾟ、ﾈｼﾞ潤滑材 
液状ｶﾞｽｹｯﾄ、布やすり 1 式 

15-5 旋盤 振り:600mm、芯間 2,000mm 
付属品付 

1 

15-6 溶接機 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ付、約 190A 1 
15-7 両頭ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ 径約 200mm、作業台付 1 

15-8 万力 固定型及び回転台座付 
移動式作業台付 

1 

15-9 卓上ﾎﾞｰﾙ盤 径:23mm、振り約 430mm、付属品付 1 
15-10 ﾎﾞｰﾙ盤用万力  1 

建設機材修理・再生用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) サービストラック(4 ﾄﾝ)用整備･修理機材 
No 機材名 仕様 個数 使用目的 

1 発電機付溶接機 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ、3 相 380V/50Hz 
10kVA, 30~270A, 17.5PS  
溶接用付属品一式 

1 ｾｯﾄ 建設機材修理・再生用 

2 ｶﾞｽ溶接ｾｯﾄ 
圧力ﾚｷﾞｭﾚｰﾀ・ﾎｰｽ：酸素・ｱｾﾁﾚﾝ、

溶接・切断用ﾄｰﾁ(ﾁｯﾌﾟ付)、点火器、

眼鏡、ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ用ﾚﾝﾁ 
1 ｾｯﾄ ｶﾞｽ溶接・切断用機材 

3 ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞｷｬﾘﾔ 2 本用 1 ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ運搬用 

4 ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 3 相・380V・50Hz、ﾓｰﾀｰ 2.2kW、 
ｶﾌﾟﾗｰ付ｴｱｰﾎｰｽ一式 

1 ｾｯﾄ 

5 ｴｱｰｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁ 1/2”角用、3/4”角用 各 1 

建設機材修理・再生用 
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6 ｲﾝﾊﾟｸﾄｿｯｹﾄｾｯﾄ 1/2”角用、3/4”角用各ﾐﾘ、ｲﾝﾁ

ｻｲｽﾞ 
各 1 

7 工具ｾｯﾄ ﾂｰﾙｷｬﾋﾞﾈｯﾄ付 1 ｾｯﾄ 
8 ｿｹｯﾄﾚﾝﾁｾｯﾄ 1”角用各ﾐﾘ及びｲﾝﾁｻｲｽﾞ 1 ｾｯﾄ 
9 ｱｼﾞｬｽﾀﾌﾞﾙﾚﾝﾁ 開口 38~70mm、70~120mm 各 1 

 

10 油圧計ｾｯﾄ  1 油圧計測用 
11 ｻｰｷｯﾄﾃｽﾀｰ  1 電流･電圧計測用 
12 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ回転計 0~1、200/6,000rpm 1 
13 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｼﾞｬｯｷ 10 ﾄﾝ 2 

建設機材修理・再生用 

14 ﾀｲﾔ修理用機材 
ﾀｲﾔﾋﾞｰﾄﾞﾘﾑｰﾊﾞ、修理用工具ｾｯﾄ、ﾀｲ

ﾔﾚﾊﾞｰ一式、ﾎｲｰﾙﾅｯﾄ用ﾚﾝﾁ、空気圧

ﾁｪｯｶｰ 
各 1 ﾀｲﾔ分解･組立･修理用 

15 ﾁｭｰﾌﾞ修理ｾｯﾄ  2 ｾｯﾄ ﾀｲﾔﾁｭｰﾌﾞ修理用 
16 ﾁｭｰﾌﾞﾚｽ修理ｾｯﾄ  5 ｾｯﾄ ﾁｭｰﾌﾞﾚｽﾀｲﾔ修理用 

17 ﾊﾞｯﾃﾘｰｻｰﾋﾞｽｾｯﾄ ﾊﾞｯﾃﾘｰﾌｨﾗｰ、ｼﾘﾝｼﾞ、比重計、 
ﾌﾞｰｽﾀｰｹｰﾌﾞﾙ 1 ｾｯﾄ ﾊﾞｯﾃﾘｰｻｰﾋﾞｽ用 

18 ｵｲﾙﾘｭｰﾌﾞﾘｹｰﾀｰ ｴｱｰ式、200Lit ﾄﾞﾗﾑ缶対応 1 ｵｲﾙ給油用 
19 ｸﾞﾘ-ｽﾎﾟﾝﾌﾟ 手動式、16kg 缶対応 1 ｸﾞﾘｰｽ給脂用 
20 給油脂ｻｲﾋﾞｽ機材 ｸﾞﾘｰｽｶﾞﾝ、ｵｲﾙﾌｨﾙﾀｰﾚﾝﾁ等 一式 給油脂ｻｰﾋﾞｽ用 
21 ﾃﾞｨｽｸｻﾝﾀﾞｰ 径 100mm 砥石付 一式 
22 電動ﾄﾞﾘﾙ 径 13mm、 220V 2 
23 部品置き皿  1 ｾｯﾄ 

24 修理用消耗品 ﾈｼﾞﾛｯｸ、ｼｰﾙﾃｰﾌﾟ、ﾈｼﾞ潤滑材 
液状ｶﾞｽｹｯﾄ、布やすり 

1 式 

25 万力 回転台座付、移動式作業台付 2 

建設機材修理・再生用 

26 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟｾｯﾄ 6mm,、8mm、12mm 各 4 本、 
16mm 2 本 

1 ｾｯﾄ 

27 ﾅｲﾛﾝｽﾘﾝｸﾞｾｯﾄ 幅 25mm x 4m、50mm x 4m 各 2 
28 ﾚﾊﾞｰﾌﾞﾛｯｸ 1.5 ﾄﾝ 2 ｾｯﾄ 
29 ﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸ 3 ﾄﾝ 1 
30 ﾂｰﾙｷｬﾋﾞﾈｯﾄ ﾄﾗｯｸ搭載用ﾌﾟﾗｽｯﾁｸ製 1 

建設機材修理・再生用 
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３－２－３ 基本設計図 

新規に導入される建設機材及び整備・修理用機材は、ブンタン県ジャカールにある農業省所有

の中央機械センター（CMU）内に併設されている修理工場に配備される。農業省農業局は本プロ

ジェクトによる供与機材の設置用として、現在、「第 2 次整備・修理工場拡充計画」（2004 年度

農業省予算の適用：予算額約 700 万円、2005 年 6 月の完成予定）により、既存の修理工場に接し

て建屋を増築している。 

「第 2 次整備・修理工場拡充計画」を含めた CMU 整備・修理工場の機材配置計画を図 3.1 に示

す。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                  出典：CMU 

図 3.1 整備・修理工場拡充計画 
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３－２－４ 調達計画 

３－２－４－１ 調達方針 

(1) 事業実施主体 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国関係機関の体制を下図に示

す。 
 

 

国際協力機構 

日本国政府 

実施機関（農業省・農業局） 

ブータン国政府 

日本のコンサルタント会社 

 ・実施設計（入札図書作成） 
 ・入札補助、機材調達監理 
 ・検収・据付・運転指導監理 

日本の納入業者 

・資機材調達 
・輸 送 
・納入・据付および試運転指導 

交換公文(E/N)

機材調達監理

・各契約書の認証 

コンサルタント契約

機材調達契約 

 
 

図 3.2 事業実施関係図 

 

本計画の「ブ」国側実施機関は農業省農業局である。我が国の無償資金協力のシステムに従

い、実施設計及び調達監理は日本のコンサルタントが担当し、本プロジェクトの機材調達につ

いては日本法人が主契約者となる。 

 

(2) コンサルタント 

Ｅ／Ｎ締結後、農業省農業局は速やかに日本のコンサルタントとの間で役務契約（コンサル

タント契約）を締結する。契約したコンサルタントは本計画の実施設計、入札図書作成、入札

指導、調達監理等のエンジニアリングサービスを提供し、本計画機材の引渡し完了まで責任を

負う。 

 

(3) 機材納入業者 

入札参加資格制限付一般競争入札により、要求された品質・仕様について審査に合格し、落

札した納入業者は、農業省農業局と本プロジェクトで計画された機材の納入に関し契約を結ぶ。

納入業者は、契約に定められた期限内に、農業省農業局が要求する機材納入、運転指導・日常

点検整備指導を行う責任を負う。 
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３－２－４－２ 調達上の留意事項 

調達される機材はインド国のコルカタ港で陸揚げされる。その後、インド国内を内陸輸送され、

「ブ」国の国境のプンチュリンで通関手続きが行われる。さらに、そこから約 430km の距離にあ

るブンタン県ジャカールの中央機械センター（CMU）に搬入され、「ブ」国側に引き渡される。

CMU までの内陸輸送は日本側で行われるが、引渡し以降、対象となる東部 6 県の現場への機材

輸送は「ブ」国側で実施される。 

 

なお、このような輸送条件で機材調達を行うため、機材納入業者は海上輸送、陸揚げ中及びイ

ンド及び「ブ」国内輸送中に起こり得る破損、盗難等による瑕疵責任について、「ブ」国側との

間で齟齬が生じないように措置する。 

 
 
３－２－４－３ 調達区分 

CMU までの輸送費、荷下ろし時の組立費用を含む機材調達に係る全てのコストは日本側負担

である。但し、機材荷下ろし以降、東部各６県への機材受入れ地までの輸送等一切の費用は「ブ」

国側が負担する。 

 

３－２－４－４ 実施設計及び調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

本計画を日本国政府の無償資金協力で実施する場合、実施設計及び調達監理を遂行するにあ

たり、特に以下の事項に留意しつつ、調達監理の経験豊富な担当者を配した実施体制とする。 

 

－ 業務実施の策定に至る背景 

－ 基本設計調査報告書 

－ 無償資金協力の仕組み 

－ 二国間で締結された交換公文書 

 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

 
 
(2) 業務内容 

Ｅ／Ｎ締結後、Ｅ／Ｎに示された業務範囲において、コンサルタントは本計画の「ブ」国側

実施機関との間でコンサルタント業務契約を結ぶ。その業務の概略は以下となる。 

 

1) 実施設計業務 

－ コンサルタント契約（現地）・認証（日本） 



 

41 

－ A/P 発行業務の推進（現地） 

－ 計画内容最終確認及び入札図書の作成・協議（現地・日本） 

－ 入札図書に対する「ブ」国側の承認取得（現地） 

－ 入札公示及び入札図書の配布（日本） 

－ 入札の実施、入札結果の評価及び報告・承認（日本） 

－ 業者契約立合い（日本）・認証（日本） 

－ 「ブ」国側負担事項の確認（現地・日本） 
 

2) 機材調達監理業務 

－ 調達発注書の発行確認 

－ 調達状況の確認 

－ 工場出荷前検査／船積前検査 

－ 進捗状況報告 

－ 現地引渡検査 

－ 完了届の作成 
 

3) 機材運転整備指導 

調達機材については、コンサルタント技術者の指導下で、納入メーカの機械技術者によ

る現地組立指導、初期運転指導、機材の故障予防整備・維持管理整備に関する指導を実施

する。 
 
 
(3) 業務上の留意点 

１) 基本設計調査段階で明らかにされた機材調達条件の変更の有無について確認する。 

２) 無償資金協力機材供与案件としての目的に沿うべく、計画内容の最終確認時には

「ブ」国側と十分な打合せを行い、詳細設計を含めた入札図書として「ブ」国側の

承認を得る。 
 
 
 

３－２－４－５ 機材調達計画 

 
(1) 調達先 

「ブ」国では、過去の「パロ谷農業総合開発計画」の一環として 1990～1995 年に供与された

日本製機材の性能、品質及びサービス面に対する評価が高く、オペレータ、メカニックも日本

製機材の取扱いに習熟している。同様に、「ブ」国 公共事業・定住省等も無償資金協力によ

り供与された機材の大半が日本製であり、その性能、品質やアフターサービスの信頼性を高く

評価している。 

機材調達先について農業省農業局と協議した結果、本計画についても日本製機材の調達を希望

している。 
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また、要請機材に関する現地調査では、日本製品の品質、性能、導入後のサービス体制、部

品補給体制が、整っていることを確認した。さらに、農業省農業局は早期調達を強く要望して

おり、日本製品の製造から納入までの調達期間の信頼性が高いことも踏まえ、調達先は日本を

原則とする。 

 

下表に示すように、「ブ」国には主要な日本製品メーカの現地代理店があり、サービス体制

は整っている（表 3.9 参照）。これらの代理店の調査から、機材の維持管理技術レベル、補

給部品調達等いずれの面も一定の水準にあると判断できる（資料 8 参照）。 
 
 

表 3.9 機材主要現地代理店 一覧 
 

代理店名 主要拠点 取扱いメーカ製品 
Continental Bhutan Enterprisest プンチュリン コマツ建機 
TIL Limited プンチュリン キャタピラー三菱建機 
Druk Trading Equipment プンチュリン コベルコ建機、サカイ建機 
Reys consultancy & Marketing services プンチュリン 日立建機 
State Trading Corporation ティンプー いすゞ自動車、トヨタ自動車、 

三菱ふそうトラック 
Syngye group of companies pvt. Ltd ティンプー クボタ農機 
Chor, danchang ISEKI co.,Ltd ティンプー 井関農機 

 

国内解析の結果、国産メーカーが 3 社以上存在しない機材があるので、第三国調達も検討の

対象とする必要もある。しかし、第三国調達候補対象品は、日本製品と比較して同等またはそ

れ以上のものを考慮する。ただし、インド製機材は安価であるが、以下の理由より第三国調達

の対象品としない。 

 

－ 金属の材質が悪く不均質なため、強度は低く、部品の亀裂･破損が多い 

－ 耐久性が十分とはいえない 

－ 仕様に表示された性能が得られ難い 

 

(2) スペアーパーツ 

納入後 2 年間に交換を必要とする下記の定期整備用部品、短期消耗部品を中心にスペアパー

ツを調達し、供与機材の稼働率向上を図る。 

 

－ 定期交換部品 ：燃料フィルタ、エンジンオイルフィルタ、潤滑油フィルタ等 
－ 不定期交換部品：クリーナエレメント、シ－ルキット、ガスケットキット、 

ブレーキホース、ブレーキライニング等 
－ 消耗部品   ：Ｖベルト、カティングエッジ、エンドピット、ツース、ポイント、冷

却水ホース等 
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３－２－４－６ 実施工程 

本計画の業務実施工程は、我が国の無償資金協力に基づき概ね図 3.3 のとおりである。 

 

実施設計

調達・配備

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

(0.5 ヶ月)

計画確認

合計4.0ヶ月

(3.5 ヶ月)

実施設計

(5.5 ヶ月)

合計8.0ヶ月

機材調達・検査

(1.0 ヶ月)

海上輸送

(0.5 ヶ月)

国内輸送

(1.0 ヶ月）

月）域月)

納入検収・再組
教育訓練
運転整備指導

月数

 
 

図 3.3 実施工程図 

 

 

３－３ 相手国側分担事業の概要  

本計画が無償資金協力として実施される場合の「ブ」国側負担の一般的事項は以下のとおりで

ある。 

1) 銀行取極め（B/A）に基づく、日本の銀行に対する手数料の支払い 

2) 本計画に係わる日本人が業務遂行のため、「ブ」国の入国・滞在時及び政府関係機関訪問

に係わる便宜供与 

3) 本計画に係わる日本法人及び日本人に対する、関税及びその他の「ブ」国の内税の免除 

4) 本計画に係る調達機材のコルカタ港における速やかな通関業務に必要とされる書類の作

成、免税措置 

5) 本計画で調達される機材の適正かつ効果的な使用及び維持管理 

6) 本計画に関し、無償資金協力として日本側が負担する以外のすべての費用負担 

 

次に、本計画に特有な相手国負担事項として、機材整備用機械である旋盤の設置に関する基礎

工事が挙げられる。 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 機材の維持管理体制 

機材の維持管理に関しては、導入後の新規機材の日常点検・定期整備体制を強化し、故障予

防保全を実施するなど、すべての機材の状態を常に把握が可能な体制とする。 

 

１) 建設機材 

建設機材の運用・維持管理は以下に示す手順に従い実施する。 
 
 

表 3.10 建設機材の運用・維持管理計画 
 

No 実施項目 建設機材サービス内容 実施者 
1 日常点検 ① 建設機材の日常点検は、建設機材製造業者の運転・整備マニュア

ルを基に機材管理者が作成し、この日常点検表に基づき、オペレ

ータが日常点検を実施する。 
② 稼働時間・走行距離・燃料及び潤滑油の補給量・機械の不具合の

有無等を点検し、その点検結果を CMU 機材部門ｴﾝｼﾞﾆｱに報告す

るとともに日常点検表を提出する。 

オペレータ 
↓ 

機材部門ｴﾝｼﾞﾆｱ 
 

2 定期整備 ① 定期整備は提出される日常点検表に基づき、CMU 機材部門ｴﾝｼﾞ

ﾆｱが機械の運行計画を考慮し、定期整備計画を立案する。また、

同ｴﾝｼﾞﾆｱはｼﾞｮﾌﾞ管理・計画部門の責任者を通じ、CMU 修理工場

部門に修理技術員の手配を依頼する。また、倉庫部門に必要な定

期交換部品の出庫を要請する。 
② 定期整備実施後、修理工場部門責任者は車歴簿に整備内容を記録

する。 

機材部門ｴﾝｼﾞﾆｱ 
↓ 

ｼﾞｮﾌﾞ管理・計画部門 
責任者 
↓ 

修理工場部門責任者 
／倉庫部門管理者 

3 修理・調整 ① 機材に故障等が生じた場合、ｵﾍﾟﾚｰﾀはその状況・内容を即刻 CMU
機材部門ｴﾝｼﾞﾆｱに報告する。 

② CMU センター長は、機材部門及び修理工場部門ｴﾝｼﾞﾆｱと討議し、

修理の程度（大・中・小等）を判断し、修理実施場所（現場、CMU、

外部委託）を決め、作業実施工程表を発行する。 
③ 修理内容に基づいて、修理工場部門ｴﾝｼﾞﾆｱは必要技術員と部品・

修理機材を準備する。作業現場における修理を基本とするが、大・

中修理は CMU で行う。 
④ 修理実施後、CMU 修理工場部門の責任者は車歴簿に記録する。 

ｵﾍﾟﾚｰﾀ 
↓ 

機材部門ｴﾝｼﾞﾆｱ 
↓ 

CMU センター長 
↓ 

修理工場部門責任者 
／倉庫部門管理者 

4 倉庫部門 ① 倉庫部門責任者は修理実施に際し、要請された部品の在庫の有無

を点検し、部品を準備する。 
② 在庫がない場合、CMU センター長はブンタン・ティンプーの部

品輸入業者から購入する。 
③ 依頼は FAX で行うとともに部品依頼書を送付する。 
④ 「ブ」国に在庫がない場合、農業省農業局技術課が行う入札結果

に基づいて業者を決め、E メイルで直接海外の部品調達センター

に発注する。緊急時は７日以内に受領可能な様に処置する。 

倉庫部門管理者 
 

 

(2) 人員計画 

前述のように（２－１－３ 参照）、現在、CMU にオペレータ・ドライバーは合計 57 名在

籍している。本計画で新たに建設機材が導入された場合、３－２－２表 3.7「建設機材・支援

機材計画」を参考とすると、オペレータ・ドライバーの人数は次表の右欄のようになる。 
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建設機械の運転等を含めると、機材導入後にオペレータ・ドライバー数の不足が懸念される

ため、新規に採用したオペレータ及び助手の昇格等による充足が可能であるが、増員も含めて

考える必要がある。 

なお、「ブ」国において、オペレータ・ドライバーとしての雇用希望者は多く、その補充は

容易といえる。また、オペレータ・ドライバー等の CMU 職員の増員については、内閣に直属

する公務員の雇用調整協議会（Royal Civil Service Council）の承認により可能となる。 

 
表 3.11 オペレータ・ドライバー 

単位：人  

オペレータ・ドライバー 現職員数 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ供与機材 
で新たに必要となる人数 

ブルドーザ 8 5 
油圧ショベル 9 15 

ホイールローダ 3 5 
振動ﾛｰﾗ・ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ 2 10 
エアーコンプレッサ 5 10 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ･ｾﾙﾌﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾄﾗｯｸ･ﾐｷｻｰ車等 10 13 
新規採用オペレータ（建設機械） 9 － 

助 手 11 － 
合  計 57 58 

 
 
 

 
３－５ プロジェクトの概算事業費 

３－５－１ 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合、必要となる事業費総額は 521.9 百万円となり、下記の積算条

件では、先に述べた日本と「ブ」国との負担区分にによる双方の経費内訳は以下のようになる。 

(1) 概算総事業費      521.9 百万円 

この概算総事業費は暫定値であり、日本政府による無償資金協力としての承認のため、さらに

精査される。なお、この概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

(2) 日本側負担経費 

費  目 概算事業費（百万円） 

機材調達費 498.5   

実施設計・調達管理 23.4   

合  計 521.9   
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(3) 「ブ」国側負担事業費 

旋盤の設置部分の基礎工事                   ：37,050Nu （約 93,000 円） 

   

(4) 積算条件 

1) 積算時点 ： 平成 16 年 8 月 

2) 為替交換レート ： 1US$＝ 109.99 円 

3) 調達期間 ： 実施設計・機材調達の期間は、図 3.3 実施工程図に示すとおり約

12 ヶ月である。 

4) その他 ： 本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるも

のとする。 
 
 
 
３－５－２ 運営・維持管理費 

各建設機材に関して、燃料消費率、稼働時間、年間管理費などを国土交通省通達・請負工事機

械経費算定要領に準拠し、算定した燃料・オイル費用及び維持管理費の詳細を表 3.13 に示すとと

もに、結果概要を次表に掲げる（表 3.12 参照）｡ 

 
表 3.12 各機材の費用 

燃料消費* 維持管理 費用 

＼ 

機材項目 

1 ﾌﾘｰﾄ 

(ﾘｯﾄﾙ/年) 

5 ﾌﾘｰﾄ 

(ﾘｯﾄﾙ/年) 

小 計 

(Nu/年) 

1 ﾌﾘｰﾄ 

(/年) 

5 ﾌﾘｰﾄ 

(/年) 

小 計 

(Nu/年) 

67,603 338,015 7,950,022農道 （ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ） 

(ｶﾞｿﾘﾝ)  192 960 32,582

¥689,200

275,680Nu

¥3,446,000 

1,378,400Nu 1,378,400Nu

耕作道（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ） 6,247 31,235 732,638
(ｶﾞｿﾘﾝ)  96 480 16,291

¥90,420

36,168Nu

¥452,100 

180,840Nu 180,800Nu

支援機材・器具 13,681 ― 916,601
¥208,400

83,400Nu
― 

8,400Nu

その他支援機材 17,947 ― 420,869
¥241,200

96,480Nu
― 

96,500Nu

計 (Nu/年)   10,078,003   1,739,100

注）*：ﾃﾞｨｰｾﾞﾙの価格は 23.45 Nu/ﾘｯﾄﾙ、ｶﾞｿﾘﾝ価格は 33.94 Nu/ﾘｯﾄﾙ（’04 年 7 月調査） 

          **：1.00Nu=¥2.5 

 

上表のように、燃料費 10.078 百万 Nu（2,520 万円）、機械の維持管理費 1.739 百万 Nu（435 万

円）であり、本計画による機材導入後の年間運営・維持管理費は合計 11.817 百万 Nu（2,953 万円）

と見積もられる。この金額は、2004 年度予算として承認されている CMU の機材維持管理予算
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15.180 百万 Nu （3,795 万円）内である（２－２－２ 表 2.1 中央機械センター予算内訳 参照）

を充足している。 

なお、農業省は本プロジェクトによる機材導入に伴い、同予算を増加させることを財務省と合

意した旨を調査団に言明した。 

 

 
３－６ 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

(1) 新規機材の現地搬入時期 

新規機材の導入時期については、ブンタン県ジャカールの中央機械センター（CMU）ま

での搬入、屋外における組立・調整・運転、日常点検・定期整備等の指導、スペアパーツの

開梱・個数確認作業等を勘案する。 

従って、雨季（5 月～9 月）と降雪時期（2 月～４月）は実施が困難になるため、搬入時

期を乾季の 10 月から翌 1 月までの間に完了するように考慮する｡ 
 
(2) 日常点検・定期整備の徹底 

日常点検・定期整備等を正しく実施し、不具合発生間隔の平均時間(Means Time Between 

Failure: MTBF)を延ばす必要がある｡ 

そのため、我が国のシニア海外ボランティアによる現地エンジニアやメカニックへの現場

の OJT 教育、建設機械管理者に対する JICA 研修等の機会の有効な活用が望まれる。 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

「ブ」国における道路の開発・整備は、国際機関や先進国からの支援によって行われており、

特に、農業分野における日本の援助は重要なウエイトを占めている。 

現在、農業省が保有する建設用機材のほとんどは｢パロ谷農業総合開発計画｣の一環として我

が国の無償資金援助（第 1 次：1987 年・第 2 次：1995 年）で供与されたにものである。これ

らの機材の活用により、パロ谷における農村道路の整備は飛躍的に促進し、一帯は豊かな農村

へと変貌を遂げた。 

そのため、「ブ」国政府は日本国の役割・実績を高く評価しており、本計画の実施によって、

同国でも取り残された東部 6 県にも次のような直接的・間接的効果の発現を期待している。 

なお、本計画で裨益するのは東部 6 県の住民であり、その住民数は「ブ」国の全人口の 1/3

にあたる約 200,000 人（約 25,000 世帯）である。 
 
 

(1)  直接的効果 

1) 東部 6 県に、3 年間で農道（延長 161km ）及び耕作道（延長 74km）が建設される。 

2) 新規建設機材の導入により、工事の進捗が促進されるとともに老朽化した現有機材の

修理に必要な交換部品費、オイル・燃料費、人件費が低減できる。 

3) 整備・修理機材が供与されるため、これらを活用して、計画的に建設機材の点検・整

備をおこない、不具合発生に対する予防保全（Preventive Maintenance）が可能になる。 

 

 

（2） 間接的効果 

1) 農村道路（農道・耕作道）が建設されることで住民の移動時間が短縮される。 

2) 国道、県道フィーダー道路等へのアクセスが改善されるため、農村の基本的生活基盤

が強化されるとともに地域間の経済的・社会的格差の是正が期待される。 

3) 農産物の流通が活性化されること及び換金作物栽培の促進及び農家収入の増加が期待

される。 

 
 
 
 
 
 
 
４－２ 課題・提言 

本プロジェクト実施による効果の確実な発現と持続性を維持するために、以下を提言する。 
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1) 我が国のシニア海外ボランティア及び JICA 招日研修等による建設機械技師に対する

技術支援のほかに、東部地域の急峻な地形に適応した農村道路建設技術の向上支援も

考慮する必要がある。 

 

2) 本計画を実施するにあたり、農村道路建設費、維持管理費及び導入される機材の修理・

整備費等に関する「ブ」国側の予算の確保を徹底する必要がある。 

 

3) 長期的な展望をもつ農村道路整備計画を策定する必要がある。 
 
 
 
４－３ プロジェクトの妥当性 

以下の項目が本プロジェクト実施の妥当性として挙げられる。 

 

1) 国道、県道及びフィーダー道路へのアクセスが改善されるため、農村の基本的生活基

盤が強化されるとともに地域間の経済的・社会的格差が是正される。 

 

2) 第 9 次 5 ヵ年計画目標である全国レベルの農村道路整備（延長約 530km）に寄与する。 

 

 

3) 耕作道整備については先駆的役割を果たすことになり、今後の「ブ」国における農村

道路建設のモデルケースとなる。 
 
 
 
４－４ 結論 

本計画は、前述のように多大な成果が期待されると同時に、東部地域 6 県の農村道路整備に

より、同地域の最大の問題である農民の生活向上、社会基盤サービスの改善が期待される。こ

れは、同地域住民の BHN の向上に寄与するため、「ブ」国の西部、中部と東部との生活・経

済格差の是正への貢献が可能であり、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力で

実施することの妥当性が確認される。 

そして、これらの成果を長期的に機能させるための機材供与後の運営、維持管理に関しても、

「ブ」政府は十分に対応可能と考える。 
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資料１．調査団氏名、所属 

 

 

 

基本設計現地調査時 

 

氏 名 担 当 所 属 

杉 本 充 邦 団長 ブータン駐在員 

JICA 事務所首席駐在員 

前 田  陽 子 計画管理 JICA 無償資金協力部 

業務第二グループ 

井 上  尚 三 業務主任／農村道路整備計画 （株）建設企画コンサルタント

佐 々 木 弘 之 機材計画 （株）建設企画コンサルタント

増 井  徹 美 調達計画/積算 （株）建設企画コンサルタント

 

 

 

基本設計 DBD 現地説明時 

 

氏 名 担 当 所 属 

杉 本 充 邦 団長 ブータン駐在員 

JICA 事務所首席駐在員 

井 上  尚 三 業務主任／農村道路整備計画 （株）建設企画コンサルタント

佐 々 木 弘 之 機材計画 （株）建設企画コンサルタント

増 井  徹 美 調達計画/積算 （株）建設企画コンサルタント

 

 

 



資料2．　調査日程（基本設計調査　現地調査）

総括 協力計画
業務主任/

農村道路整備計画
機材計画 調達計画 /積算

杉本　充邦 前田　陽子 井上　尚三 佐々木　弘之 増井　徹美

7 5 月 成田 11:00～TG 641～バンコク 15:30 ﾊﾞﾝｺｸ

6 火 （調査団員との合流）　バンコク 06:50～KB 127～パロ 11:10、午後、在ﾌﾞｰﾀﾝJICA事務所表敬および打合せ ﾃｨﾝﾌﾟｰ

7 水 大蔵省援助局(DADM)、農業省(MOA)、農業省・農業局（DOA） 、公共事業省表敬 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

8 木 農業省・農業局（DOA）との協議、インセプションレポート・ミニッツ（案）説明、スケジュール確認 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

9 金 ティンプー～ジャカール(移動1日) ﾃｨﾝﾌﾟｰ

10 土 中央機械化センター(CMU)、ワークショップ視察、打ち合わせ ｼﾞｬｶｰﾙ

11 日 ジャカール～ティンプー(移動1日) トンサ

12 月 ジャカール～ティンプー(地滑りによる道路封鎖のため、パロ視察は延期) ﾃｨﾝﾌﾟｰ

13 火 農業省・農業局（DOA）、ミニッツ協議 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

14 水 農業省・農業局（DOA）協議、ミニッツ署名、調査結果報告 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

15 木 パロ ～バンコク ﾃｨﾝﾌﾟｰ～ｼﾞｬｶｰﾙ（移動1日） ｼﾞｬｶｰﾙ

16 金 バンコク～日本 中央機械化センター(CMU)との打合わせ ｼﾞｬｶｰﾙ

17 土 中央機械化センター(CMU)との打合わせ ｼﾞｬｶｰﾙ

18 日 ジャカール～モンガル　（移動1日） ﾓﾝｶﾞﾙ

19 月 モンガル県調査　（モンガル県庁訪問・協議） ﾓﾝｶﾞﾙ

20 火 モンガル県現場調査（ルンチェ、タシガン方面道路閉鎖を確認） ﾓﾝｶﾞﾙ

祭日 21 水 ﾓﾝｶﾞﾙ

22 木 モンガル～ジャカール(移動1日) ｼﾞｬｶｰﾙ

23 金 ジャカール～ティンプー(移動1日) ﾃｨﾝﾌﾟｰ

24 土 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

25 日 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

26 月 農業局（DOA）協議、農業省測量局・公共事業省道路局協議 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

祭日 27 火 資料整理 ﾌﾟﾝﾂｵﾘﾝ市建機代理店視察
ティンプー／

プンツオリン

28 水 農業局（DOA）協議 資料収集・整理 ﾌﾟﾝﾂｵﾘﾝ市建機代理店視察
ティンプー／

プンツオリン

29 木 農業局（DOA）協議 資料収集・整理 ﾌﾟﾝﾂｵﾘﾝ市建機代理店視察
ティンプー／

プンツオリン

30 金 農業局（DOA）、JICA事務所報告・帰国挨拶 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

31 土 「パロ谷農業総合開発」対象地及び農業機械センター視察 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

8 1 日 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

2 月 ﾊﾞﾝｺｸ

3 火   バンコク 11:20～TG 640～日本 19:30

ブータン国　農村道路建設機材整備計画基本設計調査　現地調査日程表

JICA

パロ 07:00～KB126～13:20 バンコク、

コンサルタント

宿泊地月 日 曜日

モンガル以降の現場調査不可のためティンプーに戻る予定なる
も、モンガル～ジャカール間地滑りによる道路封鎖のため待機

（資料整理）



      調査日程（基本設計調査　DBD現地説明）

JICA

総括
業務主任/

農村道路整備計画
機材計画 調達計画 /積算

杉本　充邦 井上　尚三 佐々木　弘之 増井　徹美

9 30 木 成田 11:00～TG 641～バンコク 15:30 ﾊﾞﾝｺｸ

10 1 金 （調査団員との合流）　バンコク 06:50～KB 127～パロ 11:10、午後、在ﾌﾞｰﾀﾝJICA事務所打合せ ﾃｨﾝﾌﾟｰ

2 土 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

3 日 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

4 月 農業省・農業局（DOA） 　BDドラフトレポート説明・協議 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

5 火 　　農業省・農業局（DOA） 　BDドラフトレポート説明・協議、ミニッツ（案）提出 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

6 水 　　農業省・農業局（DOA） 　BDドラフトレポート説明・協議、補足調査 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

7 木 　　農業省・農業局（DOA） 　ミニッツ（案）の準備、補足説明 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

8 金 　　農業省・農業局（DOA） 　ミニッツ署名 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

9 土 補足調査、資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

10 日 資料整理 ﾃｨﾝﾌﾟｰ

11 月 ﾊﾞﾝｺｸ

12 火   バンコク 11:20～TG 640～日本 19:30

パロ 07:00～KB126～13:20 バンコク

ブータン国　農村道路建設機材整備計画基本設計調査　ドラフト説明日程表

コンサルタント

宿泊地月 日 曜日



 

資料 3．相手国関係者リスト 

 

 

 

 

 

1) 

 

Ministry of Agriculture (MOA) 農業省 

 Sangay Ngedup Minister 大臣 

 Sangay Thinley Secretary 次官 

 Sangay Policy and Planning Division 

Chief officer, MOA 

政策・企画部、 

計画部長 

 Sherub Gyaltshen Department of Agriculture  

Director, DOA 

農業局、局長 

 Ganesh B. Chettri Agriculture Division, DOA 

Joint Director 

農業部、部長代理 

 Dorji Horticulture Division, DOA 

Chief Officer 

園芸部、主席部長 

 Kaylzang Tshering Engineering Division, DOA 

Superintending Engineer 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部、統括ｴﾝ

ｼﾞﾆｱ 

 Ugyen Chewang Engineering Division, DOA 

Executive Engineer 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部、主席ｴﾝ

ｼﾞﾆｱ 

 Nedrup Tshewang Engineering Division, DOA 

Section Officer 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部、課長 

 Penjore Central Machinery Unit, (CMU) 

Officer In Charge 

中央機械センター長 

 Jambay Yonten Mechanical Section, CMU 

Officer 

CMU機械部門、部長

    

 

2) 

 

Ministry of Finance (MOF) 財務省 

 

 Nima Wangdi Department of Aid and Debt 

Management, (DADM) Director 

General 

援助、負債管理局、 

総局長 

 Phuntsho Wangyel (DADM) Programme Officer 計画担当 

 Gyettshen  Regional Revenue & Customs Office, 

Assitant Director 

地方収入、通関局、副

局長 

 Chewang Jamcho Regional Revenue & Customs Office, 

Superintendent(Customs & Excise) 

通関局、税統括（通関

と物品） 

    

 

3) 

 

Ministry of Works and Human Settlement,(MOWAHS) 公共事業、定住省 

 Kinzang Dorji Minister 大臣 

 Sonam Dorji Department of Roads 

Mechanical Division, Joint Director, 

機材部、副部長 

 Phuba Gyeltshen Mechanical Division,  

Executive Engineer 

機材部、主席ｴﾝｼﾞﾆｱ 

 Tshewang Phuntsho Eastern Regional Workshop, DOR, 

Lingmethang 

Regional Manager 

東部地域ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

リミタン修理工場長 

 Parsuram Sharma ERN, DOR, Lingmethang, 

Executive Engineer 

リミタン修理工場、 

主席ｴﾝｼﾞﾆｱ 

    

4) Mongar District(Dzongkhag) モンガル県庁 

 Tappo Assitant Dzongdag 副知事、財務管理局長 

 Melam Zangpo Dzongkhag Planning Officer 計画担当 

 Pelden Norgay District Engineer Director 技術部長 

 Dorji Wangchuk District Livestock Director 畜産部長 

 Tandin Dorji District Agriculture Director 農業部長 
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5) World Food Programme 世界食料計画  

 Naoe Yakiya Programme officer 計画担当 

    

6) JICA Bhutan Office 在ブータン JICA事務所 

 杉本 充邦 Resident Representative 主席駐在員 

 久保 祐輔 Project Formulation Advisor 企画調整員 

 富安 祐一(Tomiyasu Yuichi) JICA Expert (MOA所属) JICA長期専門家 

    

    

7) 民間会社（建設機械・車両代理店等） 

 M.Ravindran Continental Bhutan Enterprises 

Komatsu Agency 

Executive Director 

コマツ機械の代理店 

社長 

 Lhatu Dorji Singye Engineering Workshop 

General Manager 

Kobelco Agency 

コベルコ機械の代理店 

社長 

 Karma Wangdi Singye Construction Unit, 

Construction,Equipment 

Division (Dresser) Genneral 

manager 

Dresser社代理店 

社長 

 B.N.Sarkar Tashi Group of Companies 

TATA/HITACHI Agency 

General Manager,(Mechanical 

Engineer) 

TATA 社／日立社機械の代

理店 

社長（機械エンジニア） 

 Rahul Mukherjee Til Limited 

Caterpillar Agency 

Sales Manager 

キャタピラー社の代理店 

販売部長 

 Dawa Lham State Trading Corporation  

Isuzu,Mitsubishi,Toyota Agency

Asst. Finance officer 

いすゞ、三菱、トヨタ車の

代理店 

副財務部長 

    

8) 民間会社（通関、内陸輸送業者）   

 C.K Daga Daga Carriers 

General manager 

 

社長 

 Auth Signatory Zambala Clearing Agent 

General manager 

 

社長 

 M.K.Balan Rabten Roadways 

General manager 

 

社長 
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資料 5．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

 

 

 

 

5．1 基本設計現地調査（平成 16年 7 月 5 日～8月 3日） 

 

 

 

5．2 基本設計概要説明調査（平成 16年 9 月 30 日～10 月 12 日） 
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事業事前計画表 

 

１ 案件名 

 ブータン国農村道路建設機材整備計画 

２ 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

 ブータン政府は第 9次 5ヵ年計画（2002年 7月~2007年 6月）においてインフラの整備を最重

要課題とし、貧困削減の切り札としているが、農村道路整備は同国の主要産業である農業セクター

の開発に不可欠であることから特に重要とされている。農村道路整備の主な受益者は農村部の農民

であるが、多くの孤立集落への道路が整備されることにより、営農分野のみでなく、医療、教育等

BHN を含む社会サービスへのアクセス改善につながることも期待され、農村道路整備の必要性は

非常に高い。 

  現在、農業局で保有している機材は老朽化したものが多く、特に東部の対象地域の条件にあっ

た機材が不足しており、対象地域東部 6県からの農村道路整備に対する要請に十分応じられない状

況にある。農村道路の整備を促進するためには建設機材等の新規導入が不可欠であり、農村道路建

設に必要な建設機材及び整備修理機材が 2002年 8月に日本国政府に要請された。 

３ プロジェクト全体計画概要 ＊無償資金協力案件を投入の１つとする相手国政府によるプロジェクト全体計画

＊下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動及び投入 

（１） プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

対象地域東部 6県の農産物の円滑な輸送と農民の社会サービスへのアクセスを改善する。 

裨益対象：東部 6県の農民／裨益人口：約 20万人 

（２） プロジェクト全体計画の成果 

  ア 農村道路建設機材が整備される。 

イ 対象農村道路が整備される。 

（３） プロジェクト全体計画の主要活動 

  農村道路建設機材を調達する。 

  2006～2009年の 3年間で東部地域 6県で、農村道路 161ｋｍ、耕作道 74ｋｍを建設する。 

（４） 投入（インプット） 

  ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 5. 21億円 

  イ 相手国側 

（ア） 必要な人員の確保 

（イ） 対象農村道路建設工事に係る費用 

（５） 実施体制 

  実施機関：ブータン国農業省農業局 

４ 無償資金協力案件の内容 

（１） サイト 

  東部地域 6県 

（２） 概要 

  農村道路用建設機材の調達 

（３） 相手国側負担事項 

  機材整備用機械である旋盤の設置に関する基礎工事、日本の銀行への手数料 

（４） 概算事業費 

  概算事業費 5．21億円（無償資金協力 5．21億円、相手国側負担 63．5万円） 

（５） 工期 

  詳細設計・入札期間を含め約 12ヶ月（予定） 

（６） 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

主要建設機材の排気ガスによる大気汚染に対する配慮および機材より出される廃油処理に十
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分配慮する。 

５ 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

（１） ブータン国の治安、政情、経済状態が安定しない。 

（２） サイクロン、地震など予想を超える災害が発生する。 

６ 過去の類似案件からの教訓の活用 

  特になし 

７ プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

・農村道路 161ｋｍ、耕作道 74ｋｍを 2009年までに建設 

（２） その他の成果指標 

・特になし 

（３） 評価のタイミング 

・2009年以降（先方政府による 3年間の計画工事終了後） 

 



 

資料 7． 入手資料リスト 

 

 

調査名： ブータン国農村道路建設機材整備計画基本設計調査  

番号 名称 資料

形態

オリジナル

／コピー 

発行機関 発行年 

１ 対象 6県土地利用図 1／100,000 地図 オリジナル 農業省計画政策局 Nov. 

1994 

２ 対象 6県地形図図 1／50,000 地図 オリジナ

ル/コピー

農業省測量局 1961～

2002 

３ BHUTAN WFP ANNUAL REPORT 2003 図書 オリジナル WFP、BHUTAN Feb. 

2004 

４ About the Department of 

Agriculture 

図書 オリジナル 農業省農業局 Aug. 

2003 

５ Statistical Yearbook of Bhutan 

2002  

図書 コピー ブータン中央統計局 Feb. 

2003 

６ Decentralized Rural Development 

Project - Aide Memoire from World Bank 

Preparation Mission- 

報告

書 

コピー 世銀 April 

2004 

 

７ Annual Work Plan and Budget 

(Sezap) 

報告

書 

コピー SEZAP 

プロジェクト事務所 

2003 

８ 6ｔh.Programme Steering Committee

for SEZAP 

報告

書 

コピー SEZAP 

プロジェクト事務所 

May 

2004  

９ Prgramme Loan Agreement for SEZAP 資料 コピー IFAD Oct. 

1999 

１０ Formation Mission Observations 

and Recommendations on 

Agriculture,Trade and Enterprise 

Promotion Programme  

資料 コピー IFAD April 

2004  

 

１１ Guideline for Farm Roads Development

Revision I(2003) 

資料 コピー 農業省 2003 

１２ Guideline for Power Tiller Tracks

Development（Draft） 

図書 コピー 農業省 July 

2004 

１３ Renewable Natural Resources 

Sector Ninth Plan（2002～2007） 

図書 コピー 農業省 June  

2002 



 

 

 

１４ Selected Economic Indicators 

June 2003 

図書 コピー 国立ブータン金融公社 June 

2003 

１５ Environmental Assessment Prcess 

Manual 

図書 コピー 環境委員会 Feb. 

1999 

１６ Environmental Sampling Manual 図書 コピー 環境委員会 Feb. 

1999 

１７ Bhutan Transport Sector Note 図書 コピー 世銀 April 

2004 

１８ Bhutan Development Cooperation 図書 コピー UNDP Dec. 

2003  

１９ Ninth Plan Main Document(2002-2007)

 

図書 コピー Gouvernment of 

Eritrea 

2002 

２０ ブータン王国パロ谷農業総合開発計画 

基本設計調査報告書（フェーズ III） 

図書 コピー 北海道開発コンサル

タント 

1992 

２１ ブータン王国地域農業・農道開発計画 

調査 事前調査報告書 

報告

書 

コピー JICA Jan. 2002 

 

２２ ブータン王国地域農業・農道開発計画 

調査 主報告書および付属書 

 

報告

書 

コピー ド－コン March 

2003 

 

２３ ブータン王国道路建設機材整備拡充計画 

基本設計調査報告書 

図書 コピー ド－コン Fab. 

2004 

 



資料８．その他資料・情報 

 

 

機材主要現地代理店-（アフターサービス） 

 

 

   代理店 

 

項目 

Continental 
Bhutan 

Enterprise 

TIL  

Limited 

Druk  

Trading 
Equipment 

State Trading 
Corporation 

Reys 
Consultancy 

 & Marketing 
Services 

 

主要 

取扱い製品 

メーカ 

 

コマツ建機 

 

 

 

ｷｬﾀﾋﾟﾗｰ三菱建機

 

コベルコ建機、 

サカイ建機 

Rock braker・Jack 

hammer Maker 

いすゞ自動車 

三菱ふそう 

トヨタ自動車 

DRESSTA 

 

日立建機 

 

 

従業員数 

（サービス/ 

メカニック） 

54 

（1/6） 

ﾌﾞｰﾀﾝ：7 

(1/6) 

本社：1,150 

(2/44) 

18 

(1/17) 

23 

（1/20） 

42 

（5/37） 

国内他支店数/

（本社） 

1 

(Phuentsholing) 

1 

(Calcutta) 

3 

(Singapore) 

1 

(Thimphu) 

1 

(Phuentsholing) 

サービス工場 

面積 ㎡ 
1,000 3,300 34,000 4,200 20,665 

サービス 

トラック台数 
1 2 3 2 5 

アフター 

サービス 

対象機材台数 

110 156 25 

 

10 30 

補給部品の 

供給 
4～7日以内 3～4日以内 7日以内 

 

10日以内 

 

2～3日以内 

在庫部品：US$ 

（部品庫面積㎡） 

10万$ 

(25.0m2) 

3.0万$ 

（1,500） 

1.0万$ 

(2,000) 

4.0万$ 

（200） 
3.2万$ 

備 考 

創立 2000年 

農業省、 

建設省(道路局)

実績多 

本社：コルカタ

営業展開：近隣

国(Bhutan,Nepal, 

Myanmar) 

創立 1999年 

 

車輌も取扱う 

創立 1969年、

建設会社 

（機材部） 

に相当 

 

大手 Telcon社

ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ｲﾝﾄﾞ）

に属する。 

アフター 

サービス 

体制の適否 

適合 適合 適合 適合 適合 
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